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第 1 節  問題意識  
 バブル経済の崩壊といった大きな環境の変化によって、日本企業における人
材マネジメントについても同様に変化が求められてきた（岩出 , 2002; 守島 , 
2010a）。過去 20 年間、多くの日本企業において、人的資源管理（human 
resource management : HRM）は企業目標の達成を目的に取り組まれるもの
であり、戦略と連動した HRM の必要性が主張される傾向となり、HRM は戦
略志向、経営志向へと変化してきた（守島 , 2010a）。  
 実務的な観点から HRM の戦略志向が求められる中、人材マネジメント研究
の理論的な観点においても、いかに HRM が企業目標や企業業績に貢献するの
か、戦略実行に寄与する HRM はどのような施策なのか、HRM はどのような
メカニズムを通して企業業績に寄与するのかといった点を探求する戦略的人







ーチを中心に議論が展開されてきた（Boxall & Purcell, 2011）。  
適合アプローチでは、主に、戦略と HRM の適合関係に着目し、企業の採用
する戦略と整合性をもつ HRM の設計・運用が、企業業績の向上に寄与すると










いる（Kaufman, 2010）。普遍的に優れた HRM が従業員の組織コミットメン
トといった心理的側面に影響を与えることを通して、企業業績の向上に寄与す
































第 2 節  研究目的と課題  























































第 3 節  研究対象  







ている（Wright & Nishii, 2007）。トップマネジャー、人事マネジャー、現場
のマネジャーといった意思決定者が期待する従業員の反応を効果的に引き出














第 4 節  本研究の構成  




人事労務管理論（personnel management : PM）、人的資源管理論（human 
resource management : HRM）、戦略的人的資源管理論（strategic human 





































第 1 章  
戦略的人的資源管理論の概略  
 












第 2 節  人材マネジメント研究の変遷 2 
2－1. 人事労務管理論  
 近代的な人事労務管理論の成立は、1920 年代頃とされている（奥林 , 1973
岩出 , 1989; 岡田 , 2008）。  
人事労務管理論は、主に、福祉運動（welfare movement）、科学的管理法
（scientific management）、産業心理学（ industrial psychology）などによっ
て影響を受け、形成・発展したとされる（岩出 , 1989; 岡田 , 2008）。  
                                                   










業の巨大化、独占的資本主義傾向が強まっていった（Derber, 1970; 岩出 , 
1989; 岡田 , 2008）。そして、過酷な作業条件や雇用条件の改善、生活向上を








出 , 1989; 岡田 , 2008）。こうした問題に対処するために、経営者側は、作業条
件を改善し、従業員を機械作業に適応させること、さらに従業員のモラール維
持と向上の実現を課題と認識し、福祉運動が展開され、これらに対応する福利
厚生係が設置される（岩出 , 1989; 岡田 , 2008）。  
さらに、第 1 次世界大戦による労働力不足、労働組合の発展と労働組合運
動の台頭、産業民主主義思想の浸透を背景に、労働者人格を尊重し、従業員の





















接費の増大、利潤率の低下といった問題が生じた（岩出 , 1989; 岡田 , 2008）。
さらに、アメリカ労働総同盟（American Federation of Labor : AFL）といっ
た労働組合運動から、労働時間短縮と最低基準賃率の確立が要求された
（Derber, 1970; 岩出 , 1989; 岡田 , 2008）。その結果、企業は、賃金引き下げ
や労働時間の延長による超過利潤の確保が難しく、経営資源の効率的な運用、
つまり、同一労働時間内において、より効率的な労働を確保することが必要と
なり、「能率増進運動」が推進された（岩出 , 1989; 岡田 , 2008）。  
こうした背景から、賃金支払制度の合理化によって能率向上を意図していた
ものの、賃率の引き下げが容易に行われ、賃金が増えないという現象が生じ、
意図的に生産を制限する「組織的怠業」を招くこととなった（岩出 , 1989; 岡






















問題を有していた（奥林 , 1973; 岩出 , 1989; 岡田 , 2008）。動作・時間研究に
見られるように、人間労働を工学的に理解し、従業員の動作それ自体を機械的
運動と考え、機械の動きに対応した従業員の最も速い動作を作り出すことに主
眼があった（奥林 , 1973; 岩出 , 1989; 岡田 , 2008）。  
そして、科学的管理法における「科学」の不十分さや従業員の人間的側面へ
の配慮の欠如に対して修正・補強した研究として産業心理学が位置づけられる






よって作業能率の向上を目指す点にあった（岩出 , 1989; 岡田 , 2008）。  
 また、産業界の実情を背景に、雇用管理と産業心理学が結びつき、従業員の
適性と雇用を結びつける意義を強調する「職業補導運動」が展開された（岩出 , 










捉えられている（岩出 , 2002; 蔡 , 2002）。人事労務管理論に影響を与えた科学














ていた（蔡 , 2002）。  
  
2－2. 人的資源管理論  
1980 年代に入ると、人事労務管理論に変わって、人的資源管理論が人材マ
ネジメント研究の領域で一般的に使用される用語となった（岩出 , 1989, 1992, 




という従業員観が導かれている（岩出 , 1989, 1992, 2002）。  
 
（1）人的資本理論  
 人的資源管理論が想定する経済的資源としての人間重視の理念は、第 2 次
世界大戦後のアメリカの発展途上国に対する経済援助政策への反省を契機と
して生成された人的資本理論を基礎にしている（岩出 , 1992, 2002）。人的資
本理論は、一国経済の成長に貢献する要因は、人的資源であり、人的資源が保
有する生産能力としての人的資本に投資することによって一国社会の生産性














展した行動科学が挙げられる（岩出 , 1989, 1992, 2002; 岡田 , 2008）。  
 従業員の職務業績は、就業条件や技術条件を一定とするならば、従業員の労
働能力と労働意思の正の相関となる（岩出 , 2002）。労働意思の側面に着目し










































もまず安全を望んでいるものである。X 理論では、上記の 3 つの人間行動に着





























て捉えている（岩出 , 1992, 2002）。そして成長欲求や自己実現欲求といった
従業員の高次の欲求を充足すること、すなわち組織における従業員の個人的欲

























れている（岩出 , 2002）。  
さらに、人的資源管理論では、行動科学を理論的基礎として、「人間的存在



























係へと変化していった（蔡 , 2002; 岩出 , 2002）。  
 





















討することで、環境と HRM、HRM の新たな目的や役割、HRM 制度間分析と
19 
 
いった研究視点を含めた議論を可能とした（岩出 , 2002）。  
 また、オープンシステム思考・理論が精緻化され、コンティンジェンシー理
論へと議論が展開される（占部 , 1981; 岩出 , 2002）。コンティンジェンシー理
論では、状況、組織特性、組織成果という 3 種類の固有変数の関係について、
状況と組織特性の適合が成果を決定するという基本認識をもつ理論である（加
護野 , 1980）。コンティンジェンシー理論における代表的な研究として、Burns 
& Stalker（1961）、Woodward（1965）、Lawrence & Lorsch（1967）が挙げ
られる。  























































挙げられる。そして、これら 5 つの要因の分析を行い、5 つの競争要因ごとに
防衛可能な地位を作り出すために、攻撃あるいは防御のアクションを打つこと
が効果的な競争戦略とされる（Porter, 1980）。  
 また、Porter（1980）は、長期的に防衛可能な地位を作り、競争相手に打







の戦略に適したものを用いることが必要になる（Porter, 1980）。  
 戦略的人的資源管理論が、ポジショニング視角を理論的基礎とすることによ
って、戦略実行に必要となる従業員の役割行動や能力とは何か、それらを生み
出す HRM とは何か、さらに、競争優位を導く戦略と HRM の整合性を説く「戦
略適合」に関する議論が生成される（岩出 , 2002）。  
 
②  資源ベース視角  
 Porter のポジショニング視角によって企業の産業構造といった企業外部と
の関係に注目した経営戦略論が展開される一方で、企業内部に注目し、企業が
保 有 す る 経 営 資 源 を 競 争 優 位 の 源 泉 と 位 置 づ け る 資 源 ベ ー ス 視 角















想したり実行したりすることを可能にするもの」（Barney, 2002, 邦訳 243 頁）
と定義されている。経営資源の種類として、財務資源、物的資源、人的資源、
組織資源の 4 つのカテゴリーに分類されている（Barney, 2002）。また、経営
資源が、持続的競争優位の源泉を持つためには、4 つの条件を満たす必要があ































拠を戦略的人的資源管理論に提供する（Wright, Dunford & Snell, 2001）。戦
略的人的資源管理論において、資源ベース視角を理論的根拠とする基盤が形成
される中で、人的資源、HRM を持続的競争優位の源泉とする議論が展開され
ている。例えば、Wright, McMahan & McWilliams（1994）においては、人
的資源が持続的競争優位の源泉として指摘されている。Wright, McMahan & 
McWilliams（1994）は人的資源を「直接的な雇用関係において企業のコント
ロール下にある人的資本のプール」と定義している（Wright, McMahan & 










































Wright, McMahan & McWilliams（1994）においては、個々の HRM 施策は
模倣可能であるため、持続的競争優位の源泉ではないという主張をしている一
方で、Lado & Wilson（1994）は、HRM 施策間に相補性・相互依存が存在す
る HRM システムにおいて、模倣が困難になると主張している（Wright, 







理論の特徴については、第 3 節で詳細に検討する。  
 
第 3 節  戦略的人的資源管理論の概要  
3－1. 戦略的人的資源管理論の定義と特徴  
 人材マネジメント研究は、人事労務管理論、人的資源管理論、戦略的人的資
源管理論という流れで変遷してきた（岩出 , 2002; 岡田 , 2008）。では、戦略的
人的資源管理論はどのように定義されているのであろうか。  
 戦略的人的資源管理論における代表的な定義とされる Wright & McMahan
（1992）は、「企業の目標を達成することが可能になるよう計画された人的資









（岩出 , 2002, p.59）としている。  
 上記のように、戦略的人的資源管理論が定義されている中で、戦略的人的資










出 , 2002）。  






要性に焦点を当て、戦略と HRM の適合関係、整合性に注目しているのである。 
 第 3 の特徴として、報酬施策、評価施策、教育訓練施策などといったそれ








システムの部分システムとして HRM を捉えており、個々の HRM 施策をシス
テムとして捉える点に特徴がある（岩出 , 2002）。  





















ローチ（configurational approach）に分類されるものである（Delery & Doty, 
1996, McMahan, Virick & Wright, 1999）。この分類は、アメリカを中心とし




（Delery & Doty, 1996, p.806）という想定がなされている。戦略的人的資源
管理論において最も単純なアプローチとされ、優れた HRM 施策を特定化し、
それぞれ個々の HRM 施策と企業業績の関係について検討するステップを踏
むアプローチである（Delery & Doty, 1996）。経営戦略を含むあらゆる状況・
組織に普遍的に妥当する最善の HRM 施策が存在するという立場をとるアプ
ローチである（岩出 , 2002）。第 2 に、コンティンジェンシーアプローチは、
「特定の HRM 施策と企業業績の関係性は、企業の戦略によって条件づけられ
る」（Delery & Doty, 1996, p. 808）という想定がなされているアプローチで
ある。HRM が企業業績の向上に寄与するためには、戦略と一貫していなけれ
ばならないという「外的適合・垂直的適合」に着目するアプローチである（岩
出 , 2002）。第 3 に、コンフィギュレーショナルアプローチは、「水平的適合を
最大化する HRM 施策・雇用システムの内的に一貫した形態と垂直的適合を最
大化するために雇用システムを戦略的な形態とリンクさせること」（Delery & 





 第 2 の分類として、普遍的アプローチ（best-practice approach）、適合ア
プローチ（best-fit approach）に分類されるものである（Boxall & Purcell, 
2011）。この分類方法は、イギリスを中心とした分類方法である（岩出 , 2002）。
普遍的アプローチは、「普遍的に優れた企業業績を導く HRM 施策のセットが







プローチである（Kaufman, 2010）。  
上記のように、戦略的人的資源管理論のアプローチ分類に関する議論は、大
別すると 2 つの分類がなされていた。第 1 の分類として、ベストプラクティ
スアプローチ、コンティンジェンシーアプローチ、コンフィギュレーショナル
アプローチからなる 3 つのアプローチへの分類である。第 2 の分類として、
普遍的アプローチと適合アプローチからなる 2 つのアプローチへの分類であ
る。大別すると 2 つのアプローチ分類がなされているが、第 1 の分類は、第 2
の分類に集約することが出来る（Kaufman, 2010）。例えば、第 1 の分類にお
けるベストプラクティスアプローチと第 2 の分類の普遍的アプローチは、基
本的に同等のアプローチとして位置づけられている（Kaufman, 2010）。さら







また、第 1 の分類の場合、ベストプラクティスアプローチは、個々の HRM
施策と企業業績を対象としていた（Delery & Doty, 1996）。一方、第 2 の分類
における普遍的アプローチでは、「普遍的に優れた企業業績を導く HRM 施策
のセットが存在する」（Kaufman, 2010, p. 289）という主張からも、個々の









酬施策、評価施策、教育訓練施策といった個々の HRM 施策と、個々の HRM
施策をシステムとして捉える HRM システムの両者を考慮して HRM を捉える
ことから、普遍的アプローチと適合アプローチからなる第 2 の分類を用いた
検討を行う。さらに、本研究においては、普遍的アプローチを、「あらゆる状
況において、優れた企業業績を導く最善の HRM 施策、HRM システムが存在
することを想定するアプローチ」と位置づけて議論を展開していく。また、適

























法である（Delery & Doty, 1996, McMahan, Virick & Wright, 1999）。第 2 の
分類として、普遍的アプローチ、適合アプローチからなる分類方法である

















第 1 節  はじめに  
 本章は、適合アプローチの先行研究を理論研究、実証研究の観点から概観し、
適合アプローチの特徴を明らかにすることを目的としている。本章は、以下の
2 つの観点から先行研究の検討を進める。  
 第 1 に、適合アプローチの理論研究について概観する。はじめに、戦略と
HRM の適合関係の必要性に関する理論的基盤を提供した Chandler（1962）、
Galbraith & Nathanson（1978）の研究を概観する。続いて、HRM を設計・
運用する際に考慮すべき環境要因をどのように捉えているのかを確認する。さ
らに、環境要因の中でも戦略的人的資源管理論において中心的に議論されてき
た戦略と HRM の適合関係に関する理論研究である Devanna, Fombrun & 




















する。戦略と HRM の適合関係に着目した理論研究として代表的な Devanna, 




図表 2－1 組織デザイン変数間の適合関係  
 






























2－1. 組織の環境適応における HRM の重要性の示唆  
 戦略と HRM の適合関係に関する議論を展開する際の理論的基礎を提供し
た研究として、Devanna, Fombrun & Tichy（1984）は、Chandler（1962）、



























図表 2－2  5 つの組織タイプと特徴  
 















2－2. 環境要因の捉え方  




















HRM が異なるとされている。事業戦略においては、Miles & Snow（1978, 1984）
や Porter（1980, 1985）を中心に議論されている戦略類型を用いて、それぞ











差異によって HRM の設計・運用に影響がでるとされている。  

























ることで形成・発展するものとして捉えられている（Beer et al., 1984）。  
Boxall & Purcell（2011）は、HRM が考慮すべき環境要因を、社会的適合

















& Schuler, 1995）、ステークホルダー・状況要因（Beer et al., 1984）、社会的


















関係を中心に議論が展開されてきたのである（Miles & Snow, 1984; Schuler 









2－3. 戦略と HRM の適合関係に関する理論研究  
（1）Devanna, Fombrun & Tichy（1984）  




























図表 2－3 戦略的経営と環境圧力  
 
出所：Devanna, Fombrun & Tichy（1984） , p.35. 
 
さらに、企業経営において、HRM が企業の戦略と整合性をもつことの重要

























 このように、Devanna, Fombrun & Tichy（1984）は、HRM を検討する上
で、より戦略的な HRM、つまり、戦略と HRM の適合関係の重要性を示した
研究といえよう。  
 
（2）Miles & Snow（1984）  











活動を支援するために、Miles & Snow（1984）は、製品・市場戦略と HRM
の適合関係に関する概念的枠組みを提示している。  















図表 2－4 Miles & Snow（1984）における戦略と HRM の適合関係  
 








HRMシステム 防衛型 探索型 分析型
































































































析型戦略それぞれに適合する HRM 施策について、HRM の基本戦略、調達、
要員計画、教育訓練、評価、報酬に関する 6 つの観点から検討している（図
表 2－4）。そして、Miles & Snow（1984）は、アメリカ企業において、戦略
的人的資源管理活動の重要性について言及し、企業の採用する競争戦略に適合





（3）Schuler & Jackson（1987）  





図表 2－5 競争戦略に対する従業員役割行動  
 
Schuler & Jackson (1987), p.209. 
 
 Schuler & Jackson（1987）は、既存研究において、トップマネジャーの行
動と事業戦略の関係性について検討がなされているものの、その他の従業員と
の関係性については十分に考慮されていないという問題意識から、競争戦略と
HRM の関係性について検討している。  





















図表 2－6 戦略類型に対応した役割行動  
 
出所：Schuler & Jackson (1987)より作成。  
 
 Schuler & Jackson（1987）は、上記の 3 つの競争戦略を基に、それぞれの








































図表 2－7 HRM 施策メニュー  
 
出所：Schuler & Jackson (1987), p.212. 
 
 Schuler & Jackson（1987）は、それぞれの競争戦略の実行に必要な役割行
動の検討に続き、それぞれの戦略に適合した HRM を導出するために、計画、
要員、評価、報酬、訓練・能力開発からなる 5 つの HRM施策を基準とした「HRM
施策メニュー」を示している（図表 2－7）。この「HRM 施策メニュー」を基
に、それぞれの競争戦略に適合した HRM の具体的な内容について検討したも














































































































（Wright & McMahan, 1992）。  
 
図表 2－8 戦略類型に対応した HRM 施策  
 


































た。Devanna, Fombrun & Tichy（1984）では、企業経営において、戦略的な
HRM の必要性を示した研究であった。また、Miles & Snow（1984）、Schuler 




が想定されていた（Wright & McMahan, 1992）。  
 







 Huselid（1995）は、アメリカの 968 社を対象に、事業戦略と HRM の適合
関係が企業業績（離職率、生産性、Tobin の q3、GRATE（gross rate of return 





なる高業績労働施策（high performance work practices : HPWP）を想定し
ている。さらに、これらの施策に関する因子分析の結果、HPWP は、「従業員
スキルと組織構造（employee skills and organizational structures）」、「従業
                                                   
3 Tobin の q は、ケインズ経済学者 J. Tobin の投資理論から生まれたもので、企業の
「市場価値」（株式の時価総額＝株価×発行株式）を「現在資本ストックの買い替え
費用」で除すことで求められるものである（岩出 , 2002）。  
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を認識し、強化するための HRM 施策である。  
 これらの議論から、事業戦略と HRM の適合関係を検討する上で、いくつか









関係について 2 つの観点から検討している。調整としての外的適合（external 








を測定し、戦略と HRM の適合関係について測定している。  
 上記の検討から、Huselid（1995）は、アメリカの 968 社の人事部のシニア
マネジャーを対象に、想定した戦略と HRM の適合関係が企業業績（離職率、






（2）Delery & Doty（1996）  
Delery & Doty（1996）は、216 銀行の融資業務の職場を対象に、事業戦略
と HRM の適合関係が企業業績（ROE、ROA）に与える影響について検証が
なされている。  





 さらに、HRM を、個々の HRM 施策と HRM システムの 2 つの観点から検
討している。個々の HRM 施策は、7 つの施策を用いている。①内部キャリア
機会、②教育訓練、③評価制度、④利益分配制度、⑤雇用保障、⑥参加制度、
⑦職務定義である。さらに HRM システムとして、市場型 HRM システム




らなる HRM システムである。内部型 HRM システムは、①内部キャリア機会
の活用、②公式の教育訓練システム、③行動ベースの評価、④ヒエラルキーベ
ースの報酬（利益共有システムはほぼなし）、⑤雇用保障の活用、⑥従業員の
発言機会の活用、⑦しっかりと定義された職務からなる HRM システムである。 
 これらの議論から、事業戦略（防衛型戦略・探索型戦略）と個々の HRM 施
策（内部キャリア機会、教育訓練、評価制度、利益分配制度、雇用保障、参加






説を設定している。第 2 に、防衛型戦略と適合する HRM システムとして、内
部型 HRM システムを想定している。さらに、探索型 HRM システムに適合す
る HRM システムとして、市場型 HRM システムを想定している。  
上記の検討から、Delery & Doty（1996）では、216 銀行の融資業務の人事
部マネジャー、頭取を対象に、事業戦略と HRM の適合関係が企業業績（ROE、
ROA）に与える影響について検証がなされている。  










ている。第 2 に、戦略と HRM システムの適合関係に関する結果として、それ
ぞれ十分な支持を得られなかった。追加的な検討として、市場型 HRM システ
ムと内部型 HRM システムとの比較を実施している。結果として、市場型 HRM
システムを用いることで企業業績が向上するという結果が示された。  








（3）Youndt, Snell, Dean & Lepak（1996) 
Youndt, Snell, Dean & Lepak（1996）は、アメリカの金属加工産業の 97
工場を対象に、事業戦略と HRM の適合関係が企業業績（従業員生産性、機械
能率、顧客対応）に与える影響について検証がなされている。  











戦略、品種的柔軟戦略からなる 4 つの戦略を用いて検討が進められている。  
 さらに、HRM については、管理型 HRM システム（administrative human 
resource system）、人的資本増大型 HRM システム（human capital enhancing 





















































（4）Guthrie, Spell & Nyamori（2002）  
Guthrie, Spell & Nyamori（2002）は、ニュージーランドの企業を対象に、
事業戦略と HRM の適合関係が企業業績（労働生産性）に与える影響について
検証がなされている。  
Guthrie, Spell & Nyamori（2002）における戦略は、Porter（1980, 1985）
を基に、差別化戦略とコストリーダーシップ戦略を用いて検討が進められてい
る。  


























（5）Chan, Shaffer & Snape（2004）  
Chan, Shaffer & Snape（2004）は、香港企業 49 社を対象に、事業戦略と
HRM の適合関係が企業業績（主観的な企業業績・市場業績）に与える影響に
ついて検証がなされている。  




 さらに、HRM システムとして、高業績人的資源施策（high performance 




業員モチベーションとコミュニケーション」からなる 2 つの HRM システムと
57 
 






















（6）Neal, West & Patterson（2005）  
 Neal, West & Patterson（2005）は、イギリスの製造業 92 社を対象に事業
戦略と HRM の適合関係が業績に与える影響に関して検証がなされている。  





 HRM システムに関しては、Youndt et al.（1996）によって議論されていた、








 上記の検討から、Neal, West & Patterson（2005）では、イギリスの製造











（7）Chow, Huang & Liu（2008）  
Chow, Huang & Liu（2008）は、中国の 241 社を対象に、事業戦略と HRM
の適合関係が企業業績（総合的業績、売上高成長率、利益成長率、離職率）に
与える影響について検証がなされている。  





さらに、HRM システムとして、Lepak & Snell（1999, 2002）などを参考
に、コミットメントベース HRMシステム（commitment-based HR systems）、
市場ベース HRM システム（market-based HR systems）、服従ベース HRM
システム（ compliance-based HR systems）、協調ベース HRM システム
（collaborative-based HR systems）からなる、4 つの HRM システムとして










する。第 3 に、服従ベース HRM システムは、契約条件への服従を確保するこ
とに焦点を当てた HRM システムである。企業は、前もって標準化した手続き
を強制する傾向にある。教育訓練、業績、報酬は職務をベースとして設計され







向上戦略）と HRM システム（コミットメントベース HRM システム・市場ベ




する HRM システムとして、服従ベース HRM システムが想定されている。第
2 に、イノベーション戦略と適合する HRM システムとして、コミットメント
ベース HRM システム、市場ベース HRM システム、協調ベース HRM システ
ムを想定している。第 3 に、品質向上戦略と適合する HRM システムとして、
コミットメントベース HRM を想定している。一方で、市場ベース HRM シス
テムと適合することによって企業業績が低下することが想定されている。  
























（8）Chow & Liu（2009）  
Chow & Liu（2009）は、中国企業 451 社を対象に、事業戦略と HRM の適
合関係が企業業績（離職率・全体的業績）に与える影響について検証がなされ
ている。  
Chow & Liu（2009）における戦略は、Schuler & Jackson（1987）の戦略
類型から、品質向上戦略、イノベーション戦略が用いられている。  
さらに、HRM については、 Dyer & Holder（ 1988）の参加型 HRM
（ involvement HR）、誘因型 HRM（ inducement HR）を基に議論が展開され
ている。第 1 に、誘因型 HRM は、コストに強い関心を示す施策である。非常
に狭く職務を設定し、従業員の努力と報酬を強く結びつけ、業績をベースに報
酬システムが設計されている。第 2 に、参加型 HRM は、経営参加、自己管理
型チーム、自律性の要求、多様なタスクといった施策からなる HRM である。 
これらの議論から、事業戦略（品質向上戦略・イノベーション戦略）と HRM
（誘引型 HRM・参加型 HRM）の適合関係について仮説を設定している。第 1
に、品質向上戦略と適合する HRM として、誘因型 HRM・参加型 HRM それ
ぞれ 2 つを想定している。第 2 に、イノベーション戦略と適合する HRM とし
て、参加型 HRM を想定している。  
上記の検討から、Chow & Liu（2009）では、中国企業 451 社の人事部を対
象に、想定した事業戦略と HRM システムの適合関係が企業業績（離職率・全
体的業績）に与える影響について検証が行われている。  
分析の結果、第 1 に、品質向上戦略と誘因型 HRM の交互作用項は、離職率
に対して有意な負の影響を与えていた。また品質向上戦略と参加型 HRM の交
互作用項は、離職率に対して有意な負の影響を与えていた。第 2 に、品質向
上戦略と誘因型 HRM の交互作用項、品質向上戦略と参加型 HRM の交互作用
項は全体的業績に対して有意な影響を与えていなかった。第 3 に、イノベー








ション戦略と誘因型 HRM、さらに参加型 HRM が適合することで、離職率の
低下につながらないことが示された。さらに、品質向上戦略と誘因型 HRM の
適合関係、品質向上戦略と参加型 HRM の適合関係、イノベーション戦略と誘


















HRM 方針は以下の点に特徴がある。第 1 に、臨時従業員の利用（パートタイ
ム、季節労働者、短期契約）である。第 2 に、職務の単純化とその測定手続











決定が挙げられ、これらを「業績志向 HRM」としている。  





 上記の検討から、Takeuchi（2009）では、日本の製造業の 313 社を対象に、

















 Pena & Villasalero（2010）における戦略は、Miles & Snow（1978, 1984）
における、防衛型戦略、探索型戦略を利用している。適合アプローチにおいて、
Porter（1980, 1985）の戦略類型を用いる研究が多い一方で、Miles & Snow
（1978, 1984）の戦略類型を基にした研究が少ないことから、既存研究の正当
性を主張するために、Miles & Snow（1978, 1984）の類型を用いている。  
 HRM システムに関しては、Miles & Snow（1984）を基に、育成型 HRM









 Pena & Villasalero（2010）は、防衛型戦略・探索型戦略と HRM システム
の 3 つの次元との適合関係に関する仮説について議論を展開している。はじ
めに、防衛型戦略に適合する HRM システムに関する仮説について確認する。












次元の HRM システムとして、関係的 HRM システムを想定している。防衛型
戦略は、事業を長期的に展開するため、従業員との関係志向の HRM システム
を用いている。結果として、雇用保障や長期的に継続する関係を用いている。 
 次に、探索型戦略に適合する HRM システムの仮説について確認する。第 1













 これらの 6 つの HRM システムを想定し、因子分析を実施した結果、形成要
因 HRM システム、有機的要因 HRM システム、関係的要因 HRM システムの
3 因子に集約された。  
 上記の検討から、Pena & Villasalero（2010）は、スペインにおける 86 の
金融機関の人事部マネジャーを対象に、防衛型戦略、探索型戦略と形成要因
HRM システム、有機的要因 HRM システム、関係的要因 HRM システムの適
合関係が企業業績（主観的な測定）に与える影響に関する検証に取り組んでい
























して、戦略と HRMの適合関係の必要性が議論されてきた（Devanna, Fombrun 
& Tichy, 1984）。また、HRM を設計・運用する際に、企業の内的環境要因、
外的環境要因（Jackson & Schuler, 1995）との適合関係を考慮することが必
要となり、初期の研究から戦略を環境要因の中心として議論が展開されてきた
（Miles & Snow, 1984; Schuler & Jackson, 1987; Wright & McMahan, 1992; 
Wright & Sherman, 1999）。さらに、戦略と HRMの適合関係に関する議論は、




（1978, 1984）や Porter（1980, 1985）の提示する戦略類型を基に議論が展
開されている。それぞれの戦略類型に必要となる役割行動が異なることから、
それぞれの役割行動を促進する HRM も戦略類型によって異なるという議論
が展開されている（Schuler & Jackson, 1987）。そして、Miles & Snow（1984）、
Schuler & Jackson（1987）を中心に、それぞれの戦略類型に適合した HRM
が提示されてきた。また、適合アプローチのメカニズムを説明するために役割
行動が用いられ、行動パースペクティブの観点からの検討が行われている
（Schuler & Jackson, 1987; Wright & McMahan, 1992）。  
第 2 に、適合アプローチの実証研究を確認した。実証研究においては、Miles 
& Snow（1978, 1984）、Porter（1980, 1985）の戦略類型を用いて、戦略類型
と HRM の適合関係に関する検証が取り組まれてきた。実証研究の結果は、一
貫した検証結果が得られていない現状にあった。想定した関係性を支持する研
究（Guthrie, Spell & Nyamori, 2002; Takeuchi, 2009）、一部支持する研究
（Delery & Doty, 1996; Youndt et al., 1996; Chow, Huang & Liu, 2008; 
Chow & Liu, 2009; Pena & Villasalero, 2010）、棄却された研究（Huselid, 











の向上に寄与するという想定がなされていた（Wright & McMahan, 1992）。
























HRM を設計・運用する際に、環境要因を考慮するか否かという点にある。  
第 2 章で確認した適合アプローチと同様に、普遍的アプローチにおいても、
理論研究が進展するとともに、実証研究の蓄積が進みつつある。本章は、以下
の 2 つの観点から先行研究を検討する。  
第 1 に、普遍的アプローチの理論研究について概観する。普遍的アプロー
チの理論研究として、Beer, Spector, Lawrence, Mills & Walton（1984）、












第 2 節  普遍的アプローチの理論研究  
（1）Beer, Spector, Lawrence, Mills & Walton（1984）  
Beer, Spector, Lawrence, Mills & Walton（1984）は、ゼネラル・マネジメ
ント視点から、HRM を検討する必要性を論じた研究である。ゼネラル・マネ






図表 3－1 HRM 領域のマップ  
 
出所：Beer, Spector, Lawrence, Mills & Walton (1984), p.16. 
 







































 ステークホルダー、状況要因から影響を受け、設計・運用された HRM が、
コミットメント（commitment）、能力（competence）、調和（congruence）、
コスト効果性（cost effectiveness）といった HRM の直接的な成果である 4C
に対して影響を与えるとされている。  
 さらに、これら 4C が継続的に高まることで、個人の福祉、組織の効果性、
社会の福祉といった長期的な成果が高まるという想定がなされている。  
 
図表 3－2 HRM 制度のマトリックス  
 
出所：Beer, Spector, Lawrence, Mills & Walton (1984), p.183. 
 


















































































図表 3－3 代替的な職務システム  
 







































図表 3－4 コントロールモデルとコミットメントモデル  
 




















• 個人に焦点を当てた責任 • 基本的な責任単位として
のチームの活用



































































































































































































（5）Baron & Kreps（1999）  























（Beer et al., 1984）、コミットメントモデル（Walton, 1985）、高参加型管理
モデル（Lawler, 1986）、高コミットメント労働施策（Pfeffer, 1995, 1998）




を想定している（岩出 , 2002; 須田 , 2010）。また、近年、普遍的アプローチは、
HRM と企業業績のメカニズムを明らかにする上で、AMO 理論を用いた検討
がなされている（Purcell, Kinnie, Hutchinson, Rayton & Swart, 2003; Lepak, 
Liao, Chung. & Harden, 2006; 平野 , 2012）。普遍的アプローチが想定する
HRM が、従業員の能力（ability）、意欲（motivation）、機会（opportunity）
を向上させることで、企業業績の向上に寄与するという想定（Purcell et al., 
2003; Lepak et al., 2006; 平野 , 2012）がなされており、これらの観点から実
証研究の蓄積も進みつつある。  
 







HRM システムの有効性について検証がなされている。  



















 これらの議論を基に、アメリカの小規模製鉄所 30 社の人事部マネジャーを
対象に、コミットメント型 HRM システム、コントロール型 HRM システムと
労働時間（ labor hours）、鉄くず率（scrap rate）、離職率（ turnover）との関
係について検証が行われている。  
 分析の結果、コミットメント型 HRM システムが労働時間に対して有意な負
の影響を与えていた。さらに、離職率と製造業績（労働時間・鉄くず率）の負
の関係が、コミットメント型 HRM システムを採用する企業の方がコントロー
ル型 HRM システムよりも高くなることが確認された。  






































を設定している。企業業績として、ROE、ROA を用いている。これらの 7 つ




成果志向の評価、利益分配制度、雇用保障からなる 3 つの HRM 施策が企業業
績に影響を与えており、普遍的アプローチの理論的想定が部分的に確認された。 
 
（4）Youndt, Snell, Dean & Lepak（1996）  
Youndt, Snell, Dean & Lepak（1996）においても、適合アプローチに加え
て、普遍的アプローチの検証についても実施されている。Youndt, Snell, Dean 










（5）Bae & Lawler（2000）  
Bae & Lawler（2000）は、韓国の 138 社を対象に、高参加型 HRM（high 
involvement human resource management strategy）が企業業績に与える影
響について検証している。またアメリカを中心に検討されている戦略的人的資
源管理論の韓国企業への適応可能性について検討している。  






















 Guthrie（2001）は、ニュージーランドの 164 社を対象に、高参加型労働施



























HRM と離職率、企業業績の関係を検証している。  







れら 3 つの HRM 施策を統合した「高参加型 HRM システム」を用いている。 





































Way（2002）は、アメリカの中小企業 446 社を対象に、高業績 HRM シス
テム（ high performance work systems : HPWS）と離職率（workforce 





教育訓練、⑦職務関連の問題を議論する会議への参加からなる 7 つの HRM 施
策を挙げている。  
 これら HPWS が、満足感、組織コミットメント、モチベーションに影響を
与え、離職率が低下するとされる。さらに、労働力を開発、保持、動機づけ、
優れたアウトプットを生み出すことで生産性の向上に寄与するとされる。  
 Way（2002）はこれらの議論から、アメリカの中小企業 446 社における製
造業の工場マネジャー、非製造業の現場マネジャーを対象に、7 つの HRM 施













（9）Youndt & Snell（2004）  
Youndt & Snell（2004）は、208 社を対象に知的資本（人的資本、社会的
資本、組織資本）を媒介変数として、HRM システムと企業業績の関係性につ
いて検証している。  
 HRM システムとして、6 つの HRM システムを示している。第１に、獲得
型 HRM システムは、選抜的配置、外部と公平性のある賃金、従業員持ち株制
度などの施策である。第 2 に、開発型 HRM システムは、広範囲な教育訓練、
内部昇進、発展的な業績評価、スキルベースの報酬などの施策である。第 3
に、平等型 HRM システムは、ステータスシンボルの削減、最小限の職務階層、
定額報酬、権限移譲などの施策である。第 4 に、協調型 HRM システムは、透
明性があり緊密なネットワーク構造、チーム活動、グループインセンティブと
いった施策である。第 5 に、ドキュメント型 HRM システムは、職務再設計、
従業員提案制度といった施策である。第 6 に、情報技術型 HRM システムとし
て、容易に利用することができ、ユーザーフレンドリーで、様々な情報を統合
することを可能にする情報技術として捉えられている。  
 これら 6 つの HRM システムが、人的資本、社会的資本、組織資本に影響を
与えることを通して、企業業績の向上に寄与するという想定がなされている。
第 1 に、獲得型 HRM システムと開発型 HRM システムが人的資本に影響を与
えることを通して企業業績の向上に寄与すると想定している。第 2 に、平等
型 HRM システムと協調型 HRM システムが社会的資本に影響を与えることを
通して企業業績の向上に寄与すると想定している。第 3 に、ドキュメント型
HRM システムと情報技術型 HRM システムが組織資本に影響を与えることを
通して、企業業績の向上に影響を与えると想定している。  
 Youndt & Snell（2004）は、208 社の CEO、人事担当部長を対象に、6 つ
の HRM システム、人的資本、社会的資本、組織資本、企業業績との関係を検
証している。  









（10）Datta, Guthrie & Wright（2005）  
 Datta, Guthrie & Wright（2005）は、アメリカ製造業の 132 社を対象に、
高業績 HRM システム（high performance work systems : HPWS）と労働生
産性、産業特性（産業資本集約度、産業成長率、産業での製品差別化度、産業
成長率の変動性）の関係性について検証を実施している。  














 これらの議論から、Datta, Guthrie & Wright（2005）は、アメリカ製造業















（11）Takeuchi, Lepak, Wang & Takeuchi（2007）  
Takeuchi, Lepak, Wang & Takeuchi（2007）は、日本企業の 56 社、76 事
業のマネジャーと従業員を対象に、HPWS が業績（独立した事業部における
業績  : stand-alone entity with a business）に与える影響について、人的資
本、社会的交換を媒介変数として検証している。  
 HPWS を従業員、マネジャーそれぞれを対象にして測定している。従業員


























（12）Gong, Law, Chang & Xin（2009）  
Gong, Law, Chang & Xiu（2009）は、中国 463 社のミドルマネジャー2148
人を対象に、維持志向 HRM サブシステム（maintenance-oriented HR 






























ットメント（Gong et al., 2009）や人的資本（Takeuchi et al., 2007）、知的





第 4 節  小括  
本章では、普遍的アプローチの先行研究を、理論研究、実証研究という観点
から概観してきた。普遍的アプローチの理論研究、実証研究において、普遍的
な HRM は、高コミットメント職務システム（Beer et al., 1984）、コミットメ
ントモデル（Walton, 1985）、高参加型管理モデル（Lawler, 1986）、高コミッ
トメント労働施策（Pfeffer, 1995, 1998）、高コミットメント HRM（Baron & 
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Kreps, 1999）、高業績 HRM システム（Way, 2002; Datta, Guthrie & Wright, 
2005, Takeuchi et al., 2007）などといった形で検討が進められてきた。それ
ぞれの HRM は、論者によって異なる点はあるものの、共通する点として、従
業員の組織コミットメントといった心理的側面を向上させることに焦点を当
てている（岩出 , 2002; 須田 , 2010）。普遍的アプローチが想定する施策は、行




している（岩出 , 2002）。また近年、AMO 理論を用いて、心理的側面に加えて、
能力や機会といった要因を用いて、「HRM－企業業績」のメカニズムの議論が








メント（Gong et al., 2009）、人的資本（Takeuchi et al., 2007）、知的資本










て普遍的アプローチのメカニズムが議論されていた（Purcell et al., 2003; 























第 1 節  はじめに  
 第 2 章、第 3 章において適合アプローチ、普遍的アプローチに関する先行
研究のレビューを通して現状を確認してきた。  










えることを通して、企業業績の向上に寄与すると想定されている（岩出 , 2002; 















第 2 節  適合アプローチの貢献と課題  








 第 1 に、環境要因として競争戦略を中心に議論を展開している点である。
人的資源管理論では、産業構造・技術革新・労働市場・雇用法規制が企業の対
応すべき環境要因として位置づけられている一方で、戦略的人的資源管理論は、
競争市場に対応する競争戦略を環境要因として捉えている（岩出 , 2002; 岩出 , 
2013）。こうした背景には、戦略的人的資源管理論が経営戦略論を理論的基礎
として展開され、HRMが戦略実行の手段と位置づけられているからである（岩





第 2 に、競争戦略と適合した HRM をリストとして提示している点である。




























 第 1 の課題として、適合アプローチの実証研究の結果が一貫していない点







Spell & Nyamori, 2002; Takeuchi, 2009）、想定した戦略と HRM の適合関係
が、企業業績に対して一部有意な影響を与え、適合アプローチを部分的に支持
する研究（Delery & Doty, 1996; Youndt et al., 1996; Chow, Huang & Liu, 
2008; Chow & Liu, 2009;  Pena & Villasalero, 2010）、そして、想定した戦
略と HRM の適合関係が企業業績に対して有意な影響を与えておらず、適合ア
プローチを支持しない研究（Huselid, 1995; Chan, Shaffer & Snape, 2004; 




Huselid, 2006）。  
適合アプローチの実証研究を十分に支持する結果が得られていない原因と
して、いくつかの点が考えられる。第 1 に、測定尺度に関する問題である。
Miles & Snow（1978, 1984）や Porter（1980, 1985）らの戦略類型は、一般
性が高く、抽象的であることから、企業の現実とかけ離れているという問題を










（Wright & Sherman, 1999; 岩出 , 2002）も原因の 1 つと考えられる。  
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が得られていないと考えられる（三崎 , 2014）。  
 
（2）適合アプローチのメカニズムが明確ではない  













役割行動を用いた議論を展開してきた（Schuler & Jackson, 1987; Wright & 









































ロ的アプローチ（岩出 , 2002）とされ、経営戦略や事業戦略と HRM の適合関
係といった外的適合や個々の HRM 施策の相互補完性といった内的適合、さら






































は異なる見解を有している。例えば、Truss, Gratton, Hope-Hailey, McGovern 































作用分析を実施することが多くみられる（ Ferris, Hochwarter, Buckley, 












第 3 節  普遍的アプローチの貢献と課題  



















が進みつつある。例えば、組織コミットメント（Gong et al., 2009）や人的資
本（Takeuchi et al., 2007）、知的資本（Youndt & Snell, 2004）、離職率（Batt, 
2002）、社会的交換（Takeuchi et al., 2007）などである。このように、普遍
的アプローチが理論的に想定するメカニズムに関する蓄積がなされている。  

















（1）普遍的な HRM に関する見解の相違  
第 1の課題として、普遍的な HRMに関する見解が一致していない点である。
普遍的アプローチにおいて取り上げられる HRM として、例えば、高業績労働
施策（Huselid, 1995）、コミットメント型 HRM システム（Arthur, 1994）、
高参加型労働施策（Guthrie, 2001）などが検討されており、普遍的アプロー
チにおいて扱われている HRM については、論者によって様々な検討がなされ
ている。また、高業績 HRM、高コミットメント型 HRM、高参加型 HRM な
どといった普遍的アプローチで取り扱われる代表的な HRM について、それぞ
れが同様の意味で利用されている（竹内 , 2011; Wood, de Menezes & Lasaosa, 
2003）という主張がある一方で、それぞれの HRM に関して別の概念（Boxall 




















































（4）普遍的な HRM の導入の難しさ  















第 4 節  統合アプローチの構築  


































4－1. 適合アプローチと普遍的アプローチの関係性  
 戦略的人的資源管理論は、大別すると適合アプローチと普遍的アプローチと
いう 2 つのアプローチを基に議論がなされてきた（Boxall & Purcell, 2011）。
普遍的アプローチは、企業内外の環境に影響を受けることなく、普遍的に優れ































図表 4－1 適合アプローチと普遍的アプローチ：2 つの分析レベル  
 
出所：Boxall & Purcell (2011), p.95. 
 
Boxall & Purcell（2011）は、HRM を表層レベルと深層レベルという 2 つ
の分析レベルから検討をしている。表層レベルの HRM は適合アプローチに対






























































































































































































































図表 4－2 Guest（1997）による HRM と業績の関連性  
 






HRM 施策の設計に着目している。  





図表 4－3 Becker et al.（1997）による HRM と業績の関連性  
 
出所：Becker, Huselid, Pickus & Spratt (1997), p.40. 
 

























































－企業業績」のメカニズムについて検討がなされている（Wright & Nishii, 
2007）。  
Wright & Nishii（2007）は、HRM を「意図された HRM」、「実際の HRM」、
「知覚された HRM」の 3 点から検討している。「意図された HRM」は、事業
戦略などと関連し形成された HRM である。企業の意思決定者が、従業員に対
して期待する行動を引き出すことを意図した HRM である。「実際の HRM」は、
初期の意図とは異なる形で実行された HRM である。「知覚された HRM」は、
客観的に存在する HRM とは異なり、HRM に対する個人の主観的な知覚であ
る。Wright & Nishii（2007）は、態度、知識やスキル、行動といった反応は、
従業員が HRM を主観的に知覚する、「知覚された HRM」が影響を与えるとし、
その重要性を指摘している。  
 
図表 4－4 Wright & Nishii（2007）モデル  
 
出所：Wright & Nishii (2007), p.10 より一部抜粋。  
 
Purcell & Kinnie（2007）は、Wright & Nishii のモデルを基に、より詳細
な「HRM－企業業績」のメカニズムについて検討を進めている。Purcell & 




















環境要因から HRM が影響を受け、HRM が従業員の心理・行動といった従業
員成果、さらに組織成果、財務成果、株式市場成果に影響を与えるというメカ
ニズムの想定がなされている。さらに、「HRM－企業業績」のメカニズムを精





図表 4－5 Purcell & Kinnie（2007）モデル  
 













































































理論における統合アプローチの関係性、メカニズムを図表 4－6 に示した。  
適合アプローチは、戦略と HRM の適合関係、つまり、戦略と HRM の適合度
が高まることによって、戦略実行に資する従業員行動が促進され、企業業績が


































ら両アプローチの関係性が検討されていると考えられる（Becker & Gerhart, 
























































5－1. 本研究の分析枠組み  
 本研究は、統合アプローチのメカニズムを明らかにするために、戦略と HRM
の適合関係、心理的側面、従業員行動に着目した定量的な実証分析を実施する。


















つ、HRM の影響を明確化することが困難（三崎 , 2014）であることから、本
研究は、企業業績の向上に寄与する従業員行動を従属変数とした検証を実施す
る。  
 そして、本研究は、戦略と HRM の適合関係について戦略と HRM をそれぞ
れ測定し交互作用分析を実施するのではなく、「戦略と HRM が適合している
か否か」という戦略と HRM の適合関係（適合度）を従業員の知覚として測定
し、1 つの変数として検討する。この点は、測定尺度を作成する際に確認する。  
上記のように、本研究では、普遍的な HRM、企業業績を除外し、戦略と
HRM の適合関係、心理的側面、従業員行動に着目した分析枠組みの構築に取
り組む。本研究は、以下の 3 つの分析を実施する。  
 



























（Becker & Huselid, 2006）。また、戦略と整合性をもつ HRM の設計・運用
が役割行動を促進することを通して、企業業績の向上に寄与するという理論的




いない（岩出 , 2002）。こうした理由から、本研究は、戦略と HRM の適合関
係と従業員行動の関係性について検証を実施する。  


































 本研究は、前述したように、第 1 に、戦略と HRM の適合関係が従業員行動




影響について検証する。これら 3 つの分析を実施するために、戦略と HRM の
適合関係、心理的側面、従業員行動の関係性について、仮説の設定を行う。  
 
5－2. 戦略と HRM の適合関係と従業員行動の関係  
 第 1 に、戦略と HRM の適合関係が従業員行動に与える影響について検証す

















という 3 つの観点から幅広く従業員行動を捉えた検討を実施する。  
 































































を援助する効果を持つ行動」である（Organ, 1988, p. 8）。例えば、新しいメ
ンバーが職務を覚えるのを援助することや、作業フローに仕事のスピードを合
わせたり、問題を解決したりすることで過負担になっている労働者を援助する

























日常的で継続的な活動などが挙げられている（Organ, Podsakoff & 




の点が指摘されている（Podsakoff & Mckenzie, 1997; Organ, Podsakoff & 






















































































































仮説 1－2：戦略と HRMの適合関係が愛他主義に対して有意な正の影響を与える。 




位置づけされており（例えば、Dyer & Reeves, 1995; Purcell & Kinnie, 2007）、
初期の実証研究の段階から重要な従業員行動・業績指標として取り扱われてき


















































在米日系企業 64 社を対象に、Miles & Snow（1984）の探索型戦略、防衛型
戦略、分析型戦略からなる事業戦略と、活用型 HRM 戦略、蓄積型 HRM 戦略、









HRM 戦略の適合関係として、「探索型戦略－活用型 HRM 戦略」、「防衛型戦略





















仮説 1－4：戦略と HRMの適合関係が離職意思に対して有意な負の影響を与える。 
 
5－3. 心理的側面の調整効果  











































中止する決定に関するインプリケーションを持つ心理状態」（Meyer & Allen, 
1991, p. 67）としている。組織コミットメント研究では、情緒的コミットメ
ント（情動的コミットメント）、功利的コミットメント（継続的コミットメン






































仮説 2－1、仮説 2‐2 は、戦略と HRM の適合関係と役割行動の関係におけ
る組織コミットメントの調整効果に関する仮説である。  
仮説 2－1：情緒的コミットメントは、戦略と HRM の適合関係と役割行動の関係
を調整するだろう。すなわち、情緒的コミットメントが高い場合、戦
略と HRM の適合関係と役割行動の正の関係が強まる。  
仮説 2－2：功利的コミットメントは、戦略と HRM の適合関係と役割行動の関係
を調整するだろう。すなわち、功利的コミットメントが低い場合、戦








仮説 2－3、仮説 2－4、仮説 2－5、仮説 2－6 は、戦略と HRM の適合関係
と組織市民行動の関係における組織コミットメントの調整効果に関する仮説
である。  
仮説 2－3：情緒的コミットメントは、戦略と HRM の適合関係と愛他主義の関係
を調整するだろう。すなわち、情緒的コミットメントが高い場合、戦
略と HRM の適合関係と愛他主義の正の関係が強まる。  
仮説 2－4：功利的コミットメントは、戦略と HRM の適合関係と愛他主義の関係
を調整するだろう。すなわち、功利的コミットメントが低い場合、戦
略と HRM の適合関係と愛他主義の正の関係が強まる。  
仮説 2－5：情緒的コミットメントは、戦略と HRM の適合関係と市民道徳の関係
を調整するだろう。すなわち、情緒的コミットメントが高い場合、戦
略と HRM の適合関係と市民道徳の正の関係が強まる  
仮説 2－6：功利的コミットメントは、戦略と HRM の適合関係と市民道徳の関係
を調整するだろう。すなわち、功利的コミットメントが低い場合、戦
略と HRM の適合関係と市民道徳の正の関係が強まる。  
 
仮説 2－7、仮説 2－8 は、戦略と HRM の適合関係と離職意思の関係におけ
る組織コミットメントの調整効果に関する仮説である。  
仮説 2－7：情緒的コミットメントは、戦略と HRM の適合関係と離職意思の関係
を調整するだろう。すなわち、情緒的コミットメントが高い場合、戦
略と HRM の適合関係と離職意思の負の関係が強まる。  
仮説 2－8：功利的コミットメントは、戦略と HRM の適合関係と離職意思の関係
を調整するだろう。すなわち、功利的コミットメントが高い場合、戦








（Folger & Konovsky, 1989）。分配的公正は、「従業員が受け取る報酬の総量














されるのかというプロセスに着目している（Lind & Tyler, 1988）。企業にお
ける、採用、昇進、昇格、賃金決定といった人事・処遇における意思決定が行













理状態」（Meyer & Allen, 1991, p.67）としている。組織コミットメントは組
織全体に対する一般的な感情的反応を反映したより広範囲なものとして捉え















仮説 2－9、仮説 2－10 は、戦略と HRM の適合関係と役割行動の関係にお
ける組織的公正の調整効果に関する仮説である。  
仮説 2－9：分配的公正は、戦略と HRM の適合関係と役割行動の関係を調整する
だろう。すなわち、分配的公正が高い場合、戦略と HRM の適合関係
と役割行動の正の関係が強まる。  






仮説 2－11、仮説 2－12、仮説 2－13、仮説 2－14 は、戦略と HRM の適合
関係と組織市民行動の関係における組織的公正の調整効果に関する仮説であ
る。  
仮説 2－11：分配的公正は、戦略と HRM の適合関係と愛他主義の関係を調整す
るだろう。すなわち、分配的公正が高い場合、戦略と HRM の適合
関係と愛他主義の正の関係が強まる。  
仮説 2－12：手続き的公正は、戦略と HRM の適合関係と愛他主義の関係を調整
するだろう。すなわち、手続き的公正が高い場合、戦略と HRM の
適合関係と愛他主義の正の関係が強まる。  
仮説 2－13：分配的公正は、戦略と HRM の適合関係と市民道徳の関係を調整す
るだろう。すなわち、分配的公正が高い場合、戦略と HRM の適合
関係と市民道徳の正の関係が強まる。  




仮説 2－15、仮説 2－16 は、戦略と HRM の適合関係と離職意思の関係にお
ける組織的公正の調整効果に関する仮説である。  
仮説 2－15：分配的公正は、戦略と HRM の適合関係と離職意思の関係を調整す
るだろう。すなわち、分配的公正が高い場合、戦略と HRM の適合
関係と離職意思の負の関係が強まる。  










動の持続性を説明する概念である（Campbell, Dunnette, LawlerⅢ  & Weick, 
1970; Steers & Porter, 1975; 坂下 , 1985）。仕事との関わりからモチベーショ
ン見るワーク・モチベーションは、「組織の目標に向かって高い水準で努力す
ることへの意志」（宗方 , 2002, p. 81）とされる。つまり、仕事に対する意欲
として捉えることができる。  
モチベーション研究は大別すると、内容理論、過程理論の 2 つの点から研






















仮説 2－17 は、戦略と HRM の適合関係と役割行動の関係におけるモチベ
ーションの調整効果に関する仮説である。  




仮説 2－18、仮説 2－19 は、戦略と HRM の適合関係と組織市民行動の関係
におけるモチベーションの調整効果に関する仮説である。  
仮説 2－18：モチベーションは、戦略と HRM の適合関係と愛他主義の関係を調
整するだろう。すなわち、モチベーションが高い場合、戦略と HRM
の適合関係と愛他主義の正の関係が強まる。  




仮説 2－20 は、戦略と HRM の適合関係と離職意思の関係におけるモチベ
ーションの調整効果に関する仮説である。  






























仮説 2－21 は、戦略と HRM の適合関係と役割行動の関係における職務満
足の調整効果に関する仮説である。  










仮説 2－22、仮説 2－23 は、戦略と HRM の適合関係と組織市民行動の関係
における職務満足の調整効果に関する仮説である。  
仮説 2－22：職務満足は、戦略と HRM の適合関係と愛他主義の関係を調整する
だろう。すなわち、職務満足が高い場合、戦略と HRM の適合関係
と愛他主義の正の関係が強まる。  




仮説 2－24 は、戦略と HRM の適合関係と離職意思の関係における職務満
足の調整効果に関する仮説である。  































































仮説 3－9、仮説 3－10 は、組織的公正が役割行動に与える影響に関する仮
説である。  
仮説 3－9：分配的公正が役割行動に対して有意な正の影響を与える。  
仮説 3－10：手続き的公正が役割行動に対して有意な正の影響を与える。  
 
仮説 3－11、仮説 3－12、仮説 3－13、仮説 3－14 は、組織的公正が組織市
民行動に与える影響に関する仮説である。  
仮説 3－11：分配的公正が愛他主義に対して有意な正の影響を与える。  
仮説 3－12：手続き的公正が愛他主義に対して有意な正の影響を与える。  
仮説 3－13：分配的公正が市民道徳に対して有意な正の影響を与える。  
仮説 3－14：手続き的公正が市民道徳に対して有意な正の影響を与える。  
152 
 
仮説 3－15、仮説 3－16 は、組織的公正が離職意思に与える影響に関する
仮説である。  
仮説 3－15：分配的公正が離職意思に対して有意な負の影響を与える。  




動の持続性を説明する概念である（Campbell et al., 1970; Steers & Porter, 
1975; 坂下 , 1985）。仕事との関わりからモチベーション見るワーク・モチベ
ーションは、「組織の目標に向かって高い水準で努力することへの意志」（宗方 , 






仮説 3－17 は、モチベーションが役割行動に与える影響に関する仮説である。  
仮説 3－17：モチベーションが役割行動に対して有意な正の影響を与える。  
 
仮説 3－18、仮説 3－19 は、モチベーションが組織市民行動に与える影響
に関する仮説である。  
仮説 3－18：モチベーションが愛他主義に対して有意な正の影響を与える。  
仮説 3－19：モチベーションが市民道徳に対して有意な正の影響を与える。  
 
仮説 3－20 は、モチベーションが離職意思に与える影響に関する仮説である。 














仮説 3－21 は、職務満足が役割行動に与える影響に関する仮説である。  
仮説 3－21：職務満足が役割行動に対して有意な正の影響を与える。  
 
仮説 3－22、仮説 3－23 は、職務満足が組織市民行動に与える影響に関す
る仮説である。  
仮説 3－22：職務満足が愛他主義に対して有意な正の影響を与える。  
仮説 3－23：職務満足が市民道徳に対して有意な正の影響を与える。  
 
仮説 3－24 は、職務満足が離職意思に与える影響に関する仮説である。  
仮説 3－24：職務満足が離職意思に対して有意な負の影響を与える。  
 
第 6 節  測定項目の作成  









6－1. 戦略と HRM の適合関係に関する測定尺度  














た HRM とは何か」という具体的なレベルから、「戦略と HRM が適合してい
るか否か」という抽象度を高めた測定を実施し、戦略と HRM の適合関係につ
いて検討を進める。こうした戦略と HRM の適合関係を 1 つの質問項目として
測定する研究が存在しないわけではない。Huselid（1995）などによって、戦
略と HRMの適合関係について 1つの質問項目で測定する試みがなされている。








さらに、本研究は、戦略と HRM の適合関係を 2 つの観点から捉える。第 1
に、企業の人材マネジメントの方針と戦略が適合しているのかという点に着目


















本研究では、戦略と HRM の適合関係を、①抽象度を高め、1 つの質問項目
で測定し、②HRM 方針と HRM 施策という 2 つの観点から捉え、③従業員の
知覚という個人レベルでの測定を試みる。  
 
（1）戦略と HRM 方針の適合関係  

























（2）戦略と HRM 施策の適合関係  
 本研究は、戦略と HRM 方針の適合関係に加えて、より具体的な個々の HRM
施策の観点から、戦略と HRM の適合関係を検討することに取り組む。戦略的
人的資源管理論において、それぞれの研究が扱う HRM 施策に関する統一的な
見解は見られない（Wright & Sherman, 1999）。本研究は、報酬、評価、能











































と相性が良い」を含む 3 項目で構成される。  
「戦略と評価の適合関係」は、「この職場では、会社の戦略や方向性に即し
た人事評価の基準が用いられている」、「人事評価の基準は、会社の戦略や方向
性と整合性がある」を含む 3 項目で構成される。  
「戦略と能力開発の適合関係」は、「この会社では、戦略を実行するために
必要な能力開発が行われている」、「会社の戦略や方向性に沿った能力開発が行
われている」を含む 3 項目で構成される。  
「戦略と昇進の適合関係」は、「この会社では、戦略を実行する上で必要な
人材が適切に昇進している」、「この会社では、昇進は、戦略や方針と整合性の
ある基準で決められている」を含む 3 項目で構成される。  
「戦略と採用・配置の適合関係」は、「この会社の採用活動や配置は、会社
の戦略・方向性と整合性がある」、「会社の戦略や方向性に即した人材の採用・










Mowday, Steers & Porter（1979）に代表される組織コミットメントである。
従業員の組織に対する感情的な愛着、同一化、関与と関連する心理状態である












図表4－11 組織コミットメントに関する質問項目  
情緒的コミットメント  
 この会社に愛着を感じている。  
 この会社に一体感を感じている。  




















































図表4－13 モチベーションに関する質問項目  
モチベーション  
 私は、自分の仕事に興味を持って取り組んでいる。  
 私は、毎日の仕事に張り合いを感じている。  




に関する満足度を測定する尺度である。Weiss, Dawis, England & Lofquist
（1967）によるMSQ（Minnesota Satisfaction Questionnaire）やSmith, 
Kendall & Hulin（1969）のJDI（Job Descriptive Index）は個別領域ごとの
測定尺度である。一方で、職務満足を包括的に測定する尺度も存在する。例え
ば、Ironson, Smith, Brannick, Gibson & Paul（1989）によるJIG（Job in 
General：包括的な職務満足）などが挙げられる。  





図表4－14 職務満足に関する質問項目  
職務満足  
 私の仕事は、楽しい仕事である。  
 私の仕事は、価値のある仕事である。  
 私の仕事は、満足できる仕事である。  
 
6－3. 従業員行動に関する測定尺度  
（1）役割行動  
 適合アプローチの理論研究においては、Porter（1980, 1985）の戦略類型を

















図表4－15 役割行動に関する質問項目  
役割行動  
 私は、会社の戦略を意識して、自分の役割を考えている。  
 私は、日頃から、会社の戦略や方針を念頭において仕事をしてい
る。  













図表4－16 組織市民行動に関する質問項目  
愛他主義  
 私は、仕事上のトラブルを抱えている人を、進んで手助けしている。  
 私は、多くの仕事を抱えている人の手助けをしている。  





















図表4－17 離職意思に関する質問項目  
離職意思  
 私は、現在と違う会社に転職したいと思う時がある。  












































 第 5 章  
 実証分析  
 
 
第 1 節  調査概要  
本研究は、複数企業を対象に、質問紙調査に基づいた定量な実証分析を実施
する。本研究における調査は、兵庫県経営者協会・連合兵庫の協力のもと、






















図表5－1 回答者の属性  
 
     
 
      
 
      
 
第2節  測定尺度に関する因子分析  


























































































しかしながら、HRM 方針に加えて、どのような HRM 施策と戦略の適合関
係が必要になるのか、そしてどのような効果を有しているのかを検討すること
が、適合アプローチの理論的想定を明らかにする上でも必要になると考えられ










価をしている」、の 3 項目を基に、「評価適合」尺度を作成し、これらの 3 つ
の質問項目の平均得点を、「評価適合」得点とした。尺度の信頼性を示すクロ














α＝ .861 であった。  
 第 5 に、「この会社では、戦略を実行するために必要な人材が適切に採用・
配置されている」、「この会社の採用活動や配置は、会社の戦略・方向性と整合
性がある」、「会社の戦略や方向性に即した人材の採用・配置が行われている」
の 3 項目を基に、「採用・配置適合」尺度を作成し、これら 3 つの質問項目の
平均得点を、「採用・配置適合」得点とした。尺度の信頼性を示すクロンバッ
クのα係数は、α＝ .864 であった。  
 
図表 5－3 戦略と HRM 施策の適合関係に関する因子分析  
 
 









































α＝ .644 であった。  
 





































を示すクロンバックのα係数は、α＝ .932 であった。  









の信頼性を示すクロンバックのα係数は、α＝ .831 であった。  
 
図表 5－6 組織的公正に関する因子分析  
 
 
























係数は、α＝ .832 であった。  
 








性を示すクロンバックのα係数は、α＝ .606 であった。  
 
図表5－9 職務満足に関する因子分析  
 
 

























性を示すクロンバックのα係数は、α＝ .873 であった。  
 

































力をしている」、の 3 項目を基に、「市民道徳」尺度を作成し、これらの 3 つ
の質問項目の平均得点を、「市民道徳」得点とした。尺度の信頼性を示すクロ
ンバックのα係数は、α＝ .692 であった。  
 








クロンバックのα係数は、α＝ .849 であった。  
 
























平均 標準偏差 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18
1 年齢 39.7 9.97 - .797 ** -.012 .018 -.015 -.021 -.073 -.069 .064 -.007 -.116 ** -.042 .077 * .078 * .282 ** .159 ** .131 ** -.157 **
2 勤続年数 15.3 10.39 - .034 .043 .014 .003 -.019 -.025 .163 ** -.025 -.017 .011 .055 .075 * .225 ** .125 ** .082 * -.219 **
3 戦略・HRM適合 3.02 0.68 ‐ .794 ** .825 ** .792 ** .804 ** .800 ** .474 ** -.244 ** .467 ** .635 ** .275 ** .317 ** .230 ** .159 ** .150 ** -.356 **
4 報酬適合 2.84 0.68 - .795 ** .723 ** .774 ** .704 ** .391 ** -.212 ** .489 ** .568 ** .224 ** .261 ** .234 ** .140 ** .127 ** -.284 **
5 評価適合 3.02 0.67 - .741 ** .816 ** .750 ** .479 ** -.239 ** .531 ** .648 ** .311 ** .349 ** .255 ** .161 ** .156 ** -.330 **
6 能力開発適合 3.05 0.73 - .741 ** .776 ** .409 ** -.211 ** .450 ** .549 ** .236 ** .255 ** .184 ** .105 ** .107 ** -.325 **
7 昇進適合 2.99 0.70 - .825 ** .460 ** -.251 ** .536 ** .670 ** .273 ** .318 ** .218 ** .152 ** .138 ** -.336 **
8 採用・配置適合 3.00 0.70 - .458 ** -.226 ** .469 ** .626 ** .244 ** .287 ** .183 ** .130 ** .134 ** -.330 **
9 情緒的コミットメント 3.29 0.74 - -.377 ** .418 ** .675 ** .507 ** .583 ** .415 ** .332 ** .397 ** -.532 **
10 功利的コミットメント 2.95 0.83 - -.236 -.295 ** -.331 ** -.420 ** -.234 ** -.191 ** -.265 ** .388 **
11 分配的公正 3.25 0.80 - .573 ** .245 ** .276 ** .144 ** .090 * .081 * -.372 **
12 手続き的公正 3.02 0.72 - .355 ** .379 ** .290 ** .197 ** .243 ** -.418 **
13 職務満足 3.37 0.65 - .776 ** .500 ** .667 ** .573 ** -.322 **
14 モチベーション 3.54 0.74 - .491 ** .456 ** .537 ** -.418 **
15 役割行動 3.42 0.75 - .562 ** .691 ** -.213 **
16 愛他主義 3.32 0.69 - .637 ** -.122 **
17 市民道徳 3.41 0.67 - -.162 **
18 離職意思 2.67 1.11 -








第3節  仮説の検証  








































































性別 -.092 * -.075 * -.063 -.060
年齢 .184 ** .206 *** .268 *** .273 ***
勤続年数 -.023 -.043 -.130 * -.132 *
職位 .241 *** .231 *** .203 *** .199 ***
業種 -.023 -.014 -.005 .007
規模 .003 .000 .007 .009
戦略・HRM適合 .199 *** .020 -.001
情緒的コミットメント .349 *** .369 ***
功利的コミットメント -.075 * -.074 *
戦略・HRM適合×情緒的コミットメント .149 ***
戦略・HRM適合×功利的コミットメント .004
R² .151 *** .190 *** .298 *** .319 ***
△R² .039 *** .109 *** .021 ***
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
役割行動












=.004, n. s.）、功利的コミットメントの調整効果は確認されなかった。  
 




性別 -.096 * -.085 * -.065 -.063
年齢 .170 ** .183 ** .255 *** .261 ***
勤続年数 -.016 -.031 -.124 * -.126 *
職位 .244 *** .236 *** .205 *** .203 ***
業種 -.019 -.010 .001 .002
規模 .006 .007 .011 .011
報酬適合 .204 *** .061 .054
情緒的コミットメント .342 *** .352 ***
功利的コミットメント -.070 * -.071 *
報酬適合×情緒的コミットメント .075 *
報酬適合×功利的コミットメント -.031
R² .149 *** .190 *** .302 *** .310 ***
△R² .041 *** .112 *** .008 *
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
役割行動



















性別 -.095 * -.074 * -.063 -.060
年齢 .148 * .168 ** .236 *** .238 ***
勤続年数 .009 -.003 -.100 -.102
職位 .248 *** .234 *** .208 *** .207 ***
業種 -.026 -.012 -.005 .000
規模 .002 -.003 .007 .006
評価適合 .223 *** .046 .027




R² .150 *** .199 *** .301 *** .318 ***
△R² .049 *** .102 *** .017 ***
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
役割行動
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4



















性別 -.099 * -.089 * -.067 -.064
年齢 .170 ** .181 ** .257 *** .263 ***
勤続年数 -.017 -.021 -.127 * -.129 *
職位 .238 *** .231 *** .201 *** .201 ***
業種 -.024 -.014 -.006 -.002
規模 .003 -.006 .008 .008
能力開発適合 .159 *** .001 .005
情緒的コミットメント .362 *** .367 ***
功利的コミットメント -.078 * -.074 *
能力開発適合×情緒的コミットメント .106 **
能力開発適合×功利的コミットメント -.007
R² .145 *** .170 *** .295 *** .307 ***
△R² .025 *** .125 *** .012 **
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
役割行動
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4













=-.007, n. s.）、功利的コミットメントの調整効果は確認されなかった。  
 




性別 -.095 * -.074 * -.065 -.063
年齢 .182 ** .217 *** .270 *** .274 ***
勤続年数 -.023 -.039 -.133 * -.135 *
職位 .234 *** .220 *** .198 *** .196 ***
業種 -.023 -.018 -.004 .003
規模 .011 .002 .013 .016
昇進適合 .201 *** .022 .012
情緒的コミットメント .356 *** .368 ***
功利的コミットメント -.075 * -.074 *
昇進適合×情緒的コミットメント .100 **
昇進適合×功利的コミットメント -.003
R² .146 *** .185 *** .299 *** .309 ***
△R² .039 *** .114 *** .010 **
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
役割行動



















性別 -.098 * -.087 * -.070 * -.064
年齢 .171 ** .197 ** .257 *** .257 ***
勤続年数 -.015 -.022 -.127 * -.123 *
職位 .243 *** .224 *** .206 *** .205 ***
業種 -.021 -.014 -.004 .007
規模 .005 .002 .010 .008
採用・配置適合 .159 *** -.026 -.035
情緒的コミットメント .373 *** .396 ***
功利的コミットメント -.077 * -.074 *
採用・配置適合×情緒的コミットメント .142 ***
採用・配置適合×功利的コミットメント .005
R² .150 *** .174 *** .299 *** .318 ***
△R² .024 *** .125 *** .019 ***
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
役割行動






















































性別 -.014 -.002 .010 .012
年齢 .124 .142 * .199 ** .201 **
勤続年数 -.004 -.019 -.098 -.099
職位 .103 * .094 * .068 .067
業種 .080 * .089 * .096 ** .101 **
規模 .084 * .082 * .089 * .089 *
戦略・HRM適合 .156 *** -.009 -.018




R² .049 *** .073 *** .163 *** .168 ***
△R² .024 *** .090 ** .006
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
愛他主義

























性別 -.015 -.008 .010 .011
年齢 .125 .133 * .201 ** .204 **
勤続年数 -.015 -.024 -.110 -.112
職位 .106 * .100 * .071 .071
業種 .081 * .087 * .097 ** .096 **
規模 .091 * .092 * .096 ** .097 **
報酬適合 .127 *** -.007 -.006




R² .049 *** .065 *** .161 *** .165 ***
△R² .016 *** .097 *** .003
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
愛他主義
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
189 
 
図表5－28 評価適合、組織コミットメントが愛他主義に与える影響  
 
 
図表5－29 能力開発適合、組織コミットメントが愛他主義に与える影響  
 
 
図表5－30 昇進適合、組織コミットメントが愛他主義に与える影響  
 
性別 -.014 .000 .010 .013
年齢 .107 .121 .185 *: .186 **
勤続年数 .005 -.003 -.094 -.095
職位 .108 * .098 * .074 .073
業種 .076 * .086 * .092 * .096 **
規模 .089 * .085 * .095 * .094 *
評価適合 .151 *** -.014 -.025




R² .048 *** .070 *** .159 *** .165 ***
△R² .022 *** .089 *** .006
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
β β β β
愛他主義
性別 -.022 -.016 .004 .006
年齢 .134 * .140 * .211 *** .214 ***
勤続年数 -.022 -.024 -.120 * -.121 *
職位 .098 * .093 * .065 .066
業種 .071 .077 * .085 * .088 *
規模 .086 * .081 * .094 * .094 *
能力開発適合 .095 * -.049 -.048




R² .046 *** .055 *** .159 *** .162 ***
△R² .009 * .104 *** .004
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
β β β β
愛他主義
性別 -.017 -.002 .007 .008
年齢 .136 * .163 * .212 *** .214 ***
勤続年数 -.020 -.032 -.116 -.118
職位 .097 * .086 .065 .065
業種 .077 * .081 * .094 ** .098 **
規模 .096 * .088 * .099 ** .101 **
昇進適合 .152 *** -.010 -.015




R² .048 *** .071 *** .163 *** .168 ***
△R² .022 *** .093 *** .005
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
愛他主義

















































性別 -.018 -.009 .006 .010
年齢 .129 * .151 * .204 ** .204 **
勤続年数 -.016 -.022 -.114 -.111
職位 .105 * .089 * .073 .073
業種 .078 * .084 * .093 ** .100 **
規模 .090 * .088 * .095 ** .094 **
採用・配置適合 .128 *** -.035 -.040




R² .049 *** .065 *** .161 *** .171 ***
△R² .016 *** .096 *** .010 *
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
愛他主義


















性別 -.090 * -.080 * -.065 -.061
年齢 .158 * .172 ** .243 *** .248 ***
勤続年数 -.108 -.120 -.219 *** -.221 ***
職位 .121 * .114 * .082 * .079
業種 -.011 -.004 .005 .015
規模 .110 ** .109 ** .116 *** .116 ***
戦略・HRM適合 .128 *** -.083 * -.101 *
情緒的コミットメント .390 *** .407 ***
功利的コミットメント -.122 ** -.121 **
戦略・HRM適合×情緒的コミットメント .127 ***
戦略・HRM適合×功利的コミットメント .024
R² .059 *** .074 *** .224 *** .238 ***
△R² .016 *** .149 *** .014 **
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
市民道徳

















性別 -.091 * -.085 * -.061 -.058
年齢 .139 * .146 * .230 *** .235 ***
勤続年数 -.097 -.104 -.211 *** -.211 ***
職位 .128 ** .123 ** .087 * .084 *
業種 -.005 .000 .011 .016
規模 .112 ** .113 ** .117 *** .116 ***
報酬適合 .106 ** -.063 -.076 *
情緒的コミットメント .383 ** .399 ***
功利的コミットメント -.115 ** -.114 **
報酬適合×情緒的コミットメント .112 **
報酬適合×功利的コミットメント .008
R² .058 *** .069 *** .225 *** .236 ***
△R² .011 ** .155 *** .012 **
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
市民道徳



















性別 -.090 * -.078 * -.064 -.060
年齢 .116 .128 .210 *** .212 ***
勤続年数 -.073 -.079 -.195 *** -.198 **
職位 .131 ** .122 ** .092 * .090 *
業種 -.012 -.004 .004 .010
規模 .110 ** .107 ** .118 *** .116 ***
評価適合 .129 *** -.086 * -.105 **
情緒的コミットメント .403 *** .418 ***
功利的コミットメント -.109 ** -.109 **
評価適合×情緒的コミットメント .129 ***
評価適合×功利的コミットメント .021
R² .057 *** .074 *** .225 *** .239 ***
△R² .016 *** .151 *** .014 **
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
市民道徳
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
β β β β
195 
 
















性別 -.098 * -.093 * -.068 -.064
年齢 .144 * .149 * .235 *** .241 ***
勤続年数 -.103 -.104 -.222 *** -.224 ***
職位 .117 ** .114 * .080 .080 *
業種 -.015 -.011 -.003 .002
規模 .107 ** .103 ** .119 *** .118 ***
能力開発適合 .076 * -.106 ** -.103 **
情緒的コミットメント .396 *** .403 ***
功利的コミットメント -.122 ** -.116 **
能力開発適合×情緒的コミットメント .117 **
能力開発適合×功利的コミットメント .008
R² .056 *** .062 *** .227 *** .240 ***
△R² .006 * .165 *** .013 **
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
市民道徳
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4


















性別 -.091 * -.079 * -.067 -.064
年齢 .151 * .171 ** .232 *** .234 ***
勤続年数 -.103 -.111 -.218 *** -.221 ***
職位 .119 ** .110 * .084 * .083 *
業種 -.010 -.007 .008 .019
規模 .116 ** .111 ** .123 *** .125 ***
昇進適合 .117 ** -.094 * -.110 **
情緒的コミットメント .399 *** .417 ***
功利的コミットメント -.121 ** -.117 **
昇進適合×情緒的コミットメント .126 ***
昇進適合×功利的コミットメント .031
R² .058 *** .071 *** .229 *** .242 ***
△R² .013 ** .158 *** .013 **
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
市民道徳
















































性別 -.094 * -.086 * -.066 -.061
年齢 .141 * .159 * .225 *** .225 ***
勤続年数 -.096 -.101 -.215 *** -.212 ***
職位 .127 ** .113 * .094 * .094 *
業種 -.008 -.003 .007 .017
規模 .110 ** .109 ** .117 *** .114 **
採用・配置適合 .111 ** -.096 * -.105 **
情緒的コミットメント .398 *** .419 ***
功利的コミットメント -.118 ** -.115 **
採用・配置適合×情緒的コミットメント .120 **
採用・配置適合×功利的コミットメント .022
R² .059 *** .071 *** .227 *** .239 ***
△R² .012 ** .156 *** .012 **
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
市民道徳























性別 .073 .045 .023 .023
年齢 .042 .002 -.066 -.064
勤続年数 -.228 *** -.196 ** -.101 -.101
職位 -.035 -.015 .017 .013
業種 .010 -.009 -.013 -.005
規模 .059 .063 .058 .055
戦略・HRM適合 -.347 *** -.125 *** -.133 ***
情緒的コミットメント -.372 *** -.364 ***
功利的コミットメント .210 *** .210 ***
戦略・HRM適合×情緒的コミットメント .055
戦略・HRM適合×功利的コミットメント .072 *
R² .057 *** .175 *** .358 *** .363 ***
△R² .118 *** .183 *** .005
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
離職意思
























性別 .073 .059 .025 .025
年齢 .063 .045 -.045 -.047
勤続年数 -.241 *** -.222 *** -.108 * -.105 *
職位 -.043 -.031 .009 .008
業種 .007 -.005 -.014 -.011
規模 .055 .052 .050 .048
報酬適合 -.271 *** -.074 * -.077 *
情緒的コミットメント -.407 *** -.406 ***
功利的コミットメント .207 *** .210 ***
報酬適合×情緒的コミットメント -.001
報酬適合×功利的コミットメント .052
R² .057 *** .129 *** .351 *** .353 ***
△R² .073 *** .222 *** .003
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
離職意思





図表5－47 評価適合、組織コミットメントが離職意思に与える影響  
  
 











性別 .075 .047 .024 .027
年齢 .063 .032 -.050 -.048
勤続年数 -.239 *** -.222 *** -.106 * -.109 *
職位 -.044 -.023 .009 .007
業種 .006 -.016 -.018 -.012
規模 .056 .063 .054 .050
評価適合 -.324 *** -.091 * -.100 **
情緒的コミットメント -.393 *** -.385 ***
功利的コミットメント .211 *** .211 ***
評価適合×情緒的コミットメント .065
評価適合×功利的コミットメント .065
R² .057 *** .159 *** .356 *** .361 ***
△R² .103 *** .197 *** .005
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
離職意思
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
β β β β
性別 .082 * .062 .029 .029
年齢 .059 .037 -.047 -.047
勤続年数 -.240 *** -.233 *** -.118 * -.118 *
職位 -.039 -.024 .010 .009
業種 .010 -.010 -.014 -.011
規模 .056 .074 * .060 .058
能力開発適合 -.320 *** -.130 *** -.133 ***
情緒的コミットメント -.380 *** -.375 ***
功利的コミットメント .204 *** .207 ***
能力開発適合×情緒的コミットメント .016
能力開発適合×功利的コミットメント .042
R² .059 *** .159 *** .357 *** .358 ***
△R² .101 *** .197 *** .001
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
離職意思
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
β β β β
202 
 
















性別 .072 .038 .019 .021
年齢 .046 -.014 -.071 -.076
勤続年数 -.228 *** -.201 *** -.099 -.098
職位 -.037 -.012 .014 .013
業種 .010 .001 -.009 -.002
規模 .056 .072 * .062 .057
昇進適合 -.337 *** -.116 ** -.130 ***
情緒的コミットメント -.380 *** -.368 ***
功利的コミットメント .207 *** .215 ***
昇進適合×情緒的コミットメント .039
昇進適合×功利的コミットメント .087 *
R² .055 *** .166 *** .355 *** .361 ***
△R² .110 *** .189 *** .006 *
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
離職意思

























性別 .075 .054 .026 .028
年齢 .062 .006 -.056 -.057
勤続年数 -.241 *** -.226 *** -.116 * -.116 *
職位 -.042 .000 .018 .019
業種 .009 -.005 -.010 -.002
規模 .056 .060 .054 .050
採用・配置適合 -.332 *** -.117 ** -.129 ***
情緒的コミットメント -.377 *** -.365 ***
功利的コミットメント .210 *** .214 ***
採用・配置適合×情緒的コミットメント .055
採用・配置適合×功利的コミットメント .073 *
R² .058 *** .165 *** .355 *** .360 ***
△R² .107 *** .190 *** .005
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
離職意思
















































性別 -.092 * -.075 * -.057 -.062
年齢 .183 ** .206 *** .228 *** .226 ***
勤続年数 -.023 -.044 -.051 -.058
職位 .242 *** .230 *** .218 *** .216 ***
業種 -.023 -.014 -.007 -.003
規模 .006 .002 -.001 .000
戦略・HRM適合 .205 *** .061 .054
分配的公正 -.022 -.019
手続き的公正 .247 *** .245 ***
戦略・HRM適合×分配的公正 .050
戦略・HRM適合×手続き的公正 .144 **
R² .151 *** .192 *** .225 *** .258 ***
△R² .041 *** .033 *** .033 ***
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
役割行動
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
β β β β
206 
 
図表5－54 報酬適合、組織的公正が役割行動に与える影響  
  
 





性別 -.095 * -.085 * -.062 -.066
年齢 .170 ** .185 ** .207 *** .209 ***
勤続年数 -.016 -.031 -.040 -.043 *
職位 .244 *** .234 *** .222 *** .216 ***
業種 -.019 -.012 -.003 -.005
規模 .008 .009 .004 .005
報酬適合 .211 *** .095 * .080
分配的公正 -.032 -.016
手続き的公正 .236 *** .238 ***
報酬適合×分配的公正 .057
報酬適合×手続き的公正 .088
R² .149 *** .193 *** .226 *** .244 ***
△R² .044 *** .033 *** .018 ***
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
役割行動
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
性別 -.094 * -.074 * -.061 -.068
年齢 .148 * .169 ** .192 *: .189 **
勤続年数 .009 -.003 -.017 -.022
職位 .248 *** .232 *** .223 *** .222 ***
業種 -.026 -.014 -.007 -.003
規模 .005 -.002 -.002 -.004
評価適合 .229 *** .105 * .098 *
分配的公正 -.010 .002
手続き的公正 .203 *** .200 ***
評価適合×分配的公正 .045
評価適合×手続き的公正 .139 **
R² .151 *** .202 *** .224 *** .255 ***
△R² .051 *** .022 *** .031 ***
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
役割行動
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4


















性別 -.098 * -.088 * -.065 -.075 *
年齢 .170 ** .181 ** .213 *** .218 ***
勤続年数 -.017 -.021 -.041 -.051
職位 .238 *** .230 *** .215 *** .212 ***
業種 -.024 -.015 -.006 -.001
規模 .006 -.004 -.001 .001
能力開発適合 .165 *** .032 .050
分配的公正 -.016 .005
手続き的公正 .263 *** .238 ***
能力開発適合×分配的公正 .051
能力開発適合×手続き的公正 .137 **
R² .146 *** .172 *** .217 *** .248 ***
△R² .027 *** .045 *** .031 ***
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
役割行動
























性別 -.094 * -.074 * -.058 -.063
年齢 .182 ** .218 *** .229 *** .231 ***
勤続年数 -.023 -.040 -.050 -.062
職位 .235 *** .219 *** .212 *** .210 ***
業種 -.023 -.019 -.006 -.006
規模 .014 .003 .005 .012
昇進適合 .206 *** .048 .053
分配的公正 -.025 -.014
手続き的公正 .261 *** .257 ***
昇進適合×分配的公正 .085
昇進適合×手続き的公正 .094
R² .146 *** .188 *** .222 *** .249 ***
△R² .041 *** .034 *** .027 ***
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
役割行動
























性別 -.097 * -.086 * -.064 -.066
年齢 .171 ** .198 ** .215 *** .217 ***
勤続年数 -.014 -.023 -.040 -.049
職位 .243 *** .222 *** .219 *** .217 ***
業種 -.021 -.015 -.004 -.005
規模 .007 .004 .001 .002
採用・配置適合 .165 *** .000 .000
分配的公正 -.013 -.007
手続き的公正 .280 *** .281 ***
採用・配置適合×分配的公正 .071
採用・配置適合×手続き的公正 .125 **
R² .150 *** .177 *** .221 *** .254 ***
△R² .026 *** .045 *** .033 ***
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
役割行動





















図表5－61 戦略・HRM適合、組織的公正が愛他主義に与える影響  
 
 
性別 -.015 -.002 .011 .008
年齢 .126 .145 * .158 * .156 *
勤続年数 .000 -.016 -.021 -.028
職位 .099 * .089 * .081 .081
業種 .081 * .089 * .094 * .094 *
規模 .088 * .085 * .083 * .087 *
戦略・HRM適合 .163 *** .067 .064
分配的公正 -.019 -.007
手続き的公正 .168 ** .159 **
戦略・HRM適合×分配的公正 .101
戦略・HRM適合×手続き的公正 .044
R² .051 *** .077 *** .091 *** .110 ***
△R² .026 *** .015 ** .018 **
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4



















性別 -.015 -.009 .008 .006
年齢 .127 .137 * .155 * .157 *
勤続年数 -.011 -.020 -.028 -.032
職位 .102 * .095 * .086 .080
業種 .082 * .087 * .094 * .092 *
規模 .095 * .095 * .091 * .096 *
報酬適合 .137 *** .044 .038
分配的公正 -.019 .017
手続き的公正 .182 *** .166 **
報酬適合×分配的公正 .151 **
報酬適合×手続き的公正 -.035
R² .050 *** .069 *** .089 *** .104 ***
△R² .019 *** .020 *** .015 **
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
愛他主義
























性別 -.014 -.001 .009 .004
年齢 .109 .124 .141 * .139 *
勤続年数 .009 .000 -.010 -.014
職位 .105 * .092 * .086 .085
業種 .077 * .086 * .091 * .094 *
規模 .092 * .088 * .088 * .087 *
評価適合 .160 *** .068 .064
分配的公正 -.007 .002
手続き的公正 .151 ** .148 **
評価適合×分配的公正 .045
評価適合×手続き的公正 .089
R² .049 *** .074 *** .087 *** .102 ***
△R² .025 *** .012 * .016 **
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
















図表5－66 昇進適合、組織的公正が愛他主義に与える影響  
 
性別 -.022 -.016 .001 -.007
年齢 .136 * .143 * .168 * .174 **
勤続年数 -.017 -.020 -.036 -.044
職位 .094 * .089 * .077 .074
業種 .072 .078 * .085 * .089 *
規模 .090 * .084 * .086 * .088 *
能力開発適合 .104 ** .002 .017
分配的公正 -.005 .011
手続き的公正 .195 *** .175 ***
能力開発適合×分配的公正 .033
能力開発適合×手続き的公正 .115 *
R² .047 *** .058 *** .083 *** .103 ***
△R² .011 ** .025 *** .019 ***
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
愛他主義
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
性別 -.017 -.002 .009 .006
年齢 .138 * .166 * .172 ** .173 **
勤続年数 -.016 -.029 -.035 -.046
職位 .094 * .081 .077 .074
業種 .078 * .082 * .090 * .088 *
規模 .099 ** .091 * .092 * .100 **
昇進適合 .158 *** .052 .058
分配的公正 -.025 -.002
手続き的公正 .181 *** .167 **
昇進適合×分配的公正 .144 **
昇進適合×手続き的公正 .017
R² .050 *** .074 *** .090 *** .114 ***
△R² .024 *** .016 ** .024 ***
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
愛他主義
















図表5－68 採用・配置適合、組織的公正が愛他主義に与える影響  
  
性別 -.018 -.010 .006 .003
年齢 .131 * .154 * .163 * .164 *
勤続年数 -.012 -.019 -.029 -.038
職位 .102 * .083 .082 .081
業種 .079 * .085 * .091 * .089 *
規模 .093 * .091 * .089 * .091 *
採用・配置適合 .136 *** .029 .029
分配的公正 -.017 -.007
手続き的公正 .187 *** .185 ***
採用・配置適合×分配的公正 .104
採用・配置適合×手続き的公正 .074
R² .050 *** .068 *** .088 *** .115 ***
△R² .018 *** .019 *** .027 ***
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
愛他主義









































図表5－69 戦略・HRM適合、組織的公正が市民道徳に与える影響  
  
 
図表5－70 報酬適合、組織的公正が市民道徳に与える影響  
 
性別 -.093 * -.083 * -.061 -.065
年齢 .159 * .174 ** .185 ** .183 **
勤続年数 -.102 -.115 -.118 -.124 *
職位 .117 * .108 * .101 * .099 *
業種 -.010 -.004 .001 .005
規模 .112 ** .110 ** .108 ** .108 **
戦略・HRM適合 .132 *** -.002 -.007
分配的公正 -.070 -.069
手続き的公正 .267 *** .266 ***
戦略・HRM適合×分配的公正 .036
戦略・HRM適合×手続き的公正 .146 **
R² .059 *** .076 *** .111 *** .141 ***
△R² .017 *** .035 *** .030 ***
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
市民道徳
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
β β β β
性別 -.094 * -.089 * -.062 -.066
年齢 .140 * .148 * .165 * .167 **
勤続年数 -.091 -.099 -.106 -.110
職位 .123 ** .117 ** .108 * .100 *
業種 -.004 .000 .007 .005
規模 .114 ** .115 ** .110 ** .112 **
報酬適合 .113 ** -.003 -.020
分配的公正 -.063 -.041
手続き的公正 .263 *** .262 ***
報酬適合×分配的公正 .083
報酬適合×手続き的公正 .093
R² .059 *** .072 *** .110 *** .137 ***
△R² .013 ** .039 *** .026 **
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
市民道徳


















性別 -.093 * -.082 * -.064 -.072
年齢 .117 .130 * .148 * .146 *
勤続年数 -.067 -.074 -.087 -.090
職位 .126 ** .116 * .109 * .108 *
業種 -.011 -.003 .002 .006
規模 .112 ** .108 ** .108 ** .105 **
評価適合 .135 *** .007 -.004
分配的公正 -.045 -.037
手続き的公正 .239 *** .239 ***
評価適合×分配的公正 -.017
評価適合×手続き的公正 .191 ***
R² .058 *** .076 *** .105 *** .137 ***
△R² .018 *** .029 *** .032 ***
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
市民道徳
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4

















性別 -.101 * -.097 * -.070 -.080 *
年齢 .145 * .150 * .173 ** .183 **
勤続年数 -.097 -.098 -.114 -.124 *
職位 .113 * .108 * .097 * .093 *
業種 -.015 -.010 -.003 .003
規模 .109 ** .104 ** .108 ** .109 **
能力開発適合 .082 * -.041 -.022
分配的公正 -.052 -.033
手続き的公正 .275 *** .246 ***
能力開発適合×分配的公正 -.002
能力開発適合×手続き的公正 .194 ***
R² .057 *** .064 *** .108 *** .145 ***
△R² .007 * .045 *** .036 ***
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
市民道徳
























性別 -.094 * -.083 * -.063 -.067
年齢 .152 * .173 ** .177 ** .179 **
勤続年数 -.097 -.106 -.113 -.126 *
職位 .114 * .104 * .100 * .099 *
業種 -.009 -.006 .004 .006
規模 .118 ** .112 ** .113 ** .120 **
昇進適合 .121 :** -.035 -.032
分配的公正 -.064 -.057
手続き的公正 .290 *** .291 ***
昇進適合×分配的公正 .063
昇進適合×手続き的公正 .124 *
R² .059 *** .073 *** .113 *** .144 ***
△R² .014 ** .040 *** .031 ***
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
市民道徳
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
220 
 















性別 -.097 * -.090 * -.065 -.067
年齢 .142 * .162 * .165 * .167 **
勤続年数 -.091 -.096 -.105 -.113
職位 .122 ** .107 * .109 * .108 *
業種 -.007 -.003 .004 .003
規模 .112 ** .110 ** .108 ** .109 **
採用・配置適合 .116 ** -.022 -.021
分配的公正 -.068 -.064
手続き的公正 .277 *** .280 ***
採用・配置適合×分配的公正 .048
採用・配置適合×手続き的公正 .142 **
R² .060 *** .073 *** .111 *** .144 ***
△R² .013 ** .039 *** .032 ***
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
市民道徳







































図表5－80 報酬適合、組織的公正が離職意思に与える影響  
  
性別 .073 .047 .043 .041
年齢 .038 -.002 -.086 -.085
勤続年数 -.225 *** -.191 ** -.154 ** -.153 **
職位 -.032 *** -.010 .030 .029
業種 .011 -.006 -.029 -.024
規模 .057 .062 .071 * .068 *
戦略・HRM適合 -.342 *** -.097 * -.099 *
分配的公正 -.208 *** -.222 ***
手続き的公正 -.241 *** -.232 ***
戦略・HRM適合×分配的公正 -.081
戦略・HRM適合×手続き的公正 .130 **
R² .056 *** .170 *** .263 *** .271 ***
△R² .115 *** .093 *** .008 *
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
離職意思
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
β β β β
性別 .072 .061 .044 .043
年齢 .060 .040 -.063 -.063
勤続年数 -.237 *** -.218 *** -.170 ** -.170 **
職位 -.040 -.025 .023 .023
業種 .008 -.003 -.033 -.032
規模 .052 .051 .065 .062
報酬適合 -.266 *** .007 .000
分配的公正 -.231 *** -.248 ***
手続き的公正 -.290 *** -.275 ***
報酬適合×分配的公正 -.081
報酬適合×手続き的公正 .096
R² .055 *** .125 *** .256 *** .260 ***
△R² .070 *** .131 *** .004
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
離職意思


















性別 .075 .050 .045 .042
年齢 .060 .028 -.059 -.059
勤続年数 -.235 *** -.218 *** -.171 ** -.170 **
職位 -.041 -.017 .020 .019
業種 .006 -.013 -.035 -.033
規模 .053 .062 .067 * .064
評価適合 -.319 *** -.031 -.041
分配的公正 -.214 *** -.217 ***
手続き的公正 -.279 *** -.276 ***
評価適合×分配的公正 -.101 *
評価適合×手続き的公正 .151 **
R² .055 *** .155 *** .260 *** .270 ***
△R² .100 *** .105 *** .010 **
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
離職意思
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
























性別 .081 * .065 .053 .052
年齢 .056 .034 -.060 -.055
勤続年数 -.237 *** -.229 *** -.175 ** -.177 **
職位 -.036 -.018 .025 .022
業種 .010 -.007 -.029 -.027
規模 .054 .073 * .072 * .071 *
能力開発適合 -.316 *** -.092 * -.088 *
分配的公正 -.201 *** -.200 ***
手続き的公正 -.252 *** -.261 ***
能力開発適合×分配的公正 -.056
能力開発適合×手続き的公正 .091
R² .057 *** .155 *** .262 *** .266 ***
△R² .098 *** .106 *** .004
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
離職意思
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
























性別 .072 .040 .041 .041
年齢 .042 -.017 -.084 -.083
勤続年数 -.225 *** -.197 *** -.156 ** -.158 **
職位 -.034 -.007 .027 .028
業種 .011 .003 -.029 -.026
規模 .054 .071 .072 * .071 *
昇進適合 -.332 *** -.044 -.045
分配的公正 -.212 *** -.223 ***
手続き的公正 -.272 *** -.260 ***
昇進適合×分配的公正 -.058
昇進適合×手続き的公正 .093
R² .054 *** .161 *** .257 *** .261 ***
△R² .107 *** .096 *** .004
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
離職意思






















図表5－85 採用・配置適合、組織的公正が離職意思に与える影響  
  
性別 .075 .055 .046 .048
年齢 .058 .002 -.066 -.064
勤続年数 -.238 *** -.222 *** -.174 ** -.173 **
職位 -.039 .005 .027 .028
業種 .010 -.003 -.028 -.025
規模 .054 .059 .067 * .065
採用・配置適合 -.328 *** -.084 -.082
分配的公正 -.206 *** -.220 ***
手続き的公正 -.247 *** -.236 ***
採用・配置適合×分配的公正 -.111 *
採用・配置適合×手続き的公正 .139 **
R² .056 *** .161 *** .258 *** .267 ***
△R² .105 *** .097 *** .009 *
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
離職意思




































性別 -.089 * -.072 -.062 -.063
年齢 .181 ** .205 *** .175 ** .174 **
勤続年数 -.020 -.041 -.038 -.035
職位 .246 *** .234 *** .213 *** .210 ***
業種 -.020 -.011 -.010 -.009
規模 .005 .001 -.009 -.007
戦略・HRM適合 .205 *** .071 * .045
モチベーション .427 *** .438 ***
戦略・HRM適合×モチベーション .096 **
R² .152 *** .193 *** .355 *** .364 ***
△R² .041 *** .162 *** .009 **
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
役割行動











図表5－90 報酬適合、モチベーションが役割行動に与える影響  
  






性別 -.093 * -.082 * -.066 * -.066 *
年齢 .168 ** .183 ** .167 ** .167 **
勤続年数 -.013 -.029 -.034 -.031
職位 .248 *** .239 *** .212 *** .211 ***
業種 -.016 -.008 -.009 -.009
規模 .007 .008 -.006 -.008
報酬適合 .211 *** .102 ** .091 **
モチベーション .423 *** .430 ***
報酬適合×モチベーション .057
R² .150 *** .194 *** .358 *** .361 ***
△R² .044 *** .164 *** .003
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
役割行動
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
性別 -.091 * -.071 -.061 -.063
年齢 .146 * .168 ** .152 ** .152 **
勤続年数 .012 -.001 -.011 -.009
職位 .252 *** .237 *** .214 *** .213 ***
業種 -.023 -.010 -.015 -.014
規模 .004 -.002 -.011 -.011
評価適合 .229 *** .083 * .059
モチベーション .423 *** .436 ***
評価適合×モチベーション .089
R² .152 *** .203 *** .358 *** .365 ***
△R² .051 *** .155 *** .007 **
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
役割行動



















性別 -.095 * -.086 * -.065 * -.064
年齢 .168 ** .179 ** .160 ** .161 **
勤続年数 -.014 -.019 -.028 -.026
職位 .242 *** .234 *** .211 *** .210 ***
業種 -.020 -.012 -.009 -.008
規模 .005 -.005 -.010 -.010
能力開発適合 .165 *** .055 .046
モチベーション .440 *** .446 ***
能力開発適合×モチベーション .064 *
R² .147 *** .173 *** .351 *** .355 ***
△R² .027 *** .178 *** .004 *
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
役割行動



















性別 -.092 * -.071 -.062 -.063
年齢 .180 ** .217 *** .176 ** .175 **
勤続年数 -.020 -.038 -.035 -.032
職位 .239 *** .223 *** .206 *** .205 ***
業種 -.019 -.016 -.012 -.009
規模 .013 .003 -.006 -.005
昇進適合 .207 *** .069 * .054
モチベーション .435 *** .445 ***
昇進適合×モチベーション .071 *
R² .147 *** .189 *** .356 *** .361 ***
△R² .041 *** .167 *** .005 *
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
役割行動
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4



















性別 -.094 * -.084 * -.067 * -.067 *
年齢 .169 ** .196 ** .166 ** .160 **
勤続年数 -.012 -.021 -.028 -.020
職位 .247 *** .226 *** .211 *** .210 ***
業種 -.017 -.012 -.011 -.009
規模 .006 .003 -.008 -.012
採用・配置適合 .165 *** .039 .016
モチベーション .441 *** .457 ***
採用・配置適合×モチベーション .094 **
R² .151 *** .178 *** .353 *** .361 ***
△R² .026 *** .175 *** .008 **
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
役割行動























図表5－98 戦略・HRM適合、モチベーションが愛他主義に与える影響  
  
性別 -.009 .004 .015 .015
年齢 .123 .143 * .113 .112
勤続年数 -.001 -.017 -.013 -.012
職位 .107 * .096 * .075 .074
業種 .086 * .093 * .094 ** .094 **
規模 .086 * .084 * .074 * .075 *
戦略・HRM適合 .163 *** .025 .014
モチベーション .437 *** .442 ***
戦略・HRM適合×モチベーション .041
R² .052 *** .078 *** .247 *** .249 ***
△R² .026 *** .169 ** .002
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
愛他主義












図表5－99 報酬適合、モチベーションが愛他主義に与える影響  
  





性別 -.010 -.003 .014 .014
年齢 .124 .134 * .119 * .119 *
勤続年数 -.011 -.021 -.026 -.024
職位 .110 * .103 * .076 .076
業種 .086 * .091 * .090 ** .090 **
規模 .093 * .094 * .080 * .079 *
報酬適合 .135 *** .023 .015
モチベーション .438 *** .443 ***
報酬適合×モチベーション .042
R² .051 *** .069 *** .245 *** .247 ***
△R² .018 *** .176 *** .002
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
愛他主義
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
性別 -.008 .005 .016 .015
年齢 .106 .122 .107 .106
勤続年数 .008 -.001 -.011 -.009
職位 .112 * .100 * .077 .077
業種 .081 * .090 * .086 * .086 *
規模 .091 * .087 * .078 * .078 *
評価適合 .160 *** .007 -.014
モチベーション .443 *** .454 ***
評価適合×モチベーション .079 *
R² .050 *** .075 *** .245 *** .251 ***
△R² .025 *** .170 *** .006 *
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
愛他主義








図表5－101 能力開発適合、モチベーションが愛他主義に与える影響  
  
 







性別 -.016 -.010 .011 .011
年齢 .133 * .141 * .123 * .123 *
勤続年数 -.018 -.021 -.029 -.028
職位 .102 * .096 * .074 .074
業種 .076 * .082 * .084 * .085 *
規模 .089 * .083 * .078 * .078 *
能力開発適合 .103 ** -.006 -.012
モチベーション .442 *** .445 ***
能力開発適合×モチベーション .040
R² .048 *** .059 *** .238 *** .240 ***
△R² .011 ** .180 *** .002
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
愛他主義
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
性別 -.011 .004 .014 .014
年齢 .135 * .164 * .123 * .122 *
勤続年数 -.016 -.029 -.026 -.024
職位 .101 * .088 * .072 .071
業種 .082 * .086 * .090 ** .091 **
規模 .098 * .090 * .081 * .082 *
昇進適合 .159 *** .018 .004
モチベーション .444 *** .453 ***
昇進適合×モチベーション .065
R² .051 *** .075 *** .250 *** .254 ***
△R² .024 *** .175 *** .004
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4


























性別 -.012 -.004 .013 .013
年齢 .128 * .152 * .122 * .118 *
勤続年数 -.013 -.020 -.027 -.023
職位 .109 * .091 * .076 .076
業種 .084 * .089 * .089 ** .090 **
規模 .092 * .090 * .079 * .077 *
採用・配置適合 .136 *** .009 -.003
モチベーション .441 *** .450 ***
採用・配置適合×モチベーション .051
R² .052 *** .069 *** .245 *** .247 ***
△R² .018 *** .176 *** .002
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
愛他主義


















性別 -.087 * -.077 -.064 -.064
年齢 .158 * .173 ** .137 * .137 *
勤続年数 -.106 -.119 -.115 * -.114 *
職位 .124 *** .115 * .091 * .090 *
業種 -.008 *** -.001 .000 .000
規模 .112 .110 ** .098 ** .098 **
戦略・HRM適合 .132 *** -.034 -.046
モチベーション .524 *** .529 ***
戦略・HRM適合×モチベーション .048
R² .059 *** .076 *** .319 *** .321 ***
△R² .017 *** .243 *** .002
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
市民道徳
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
β β β β
性別 -.088 * -.083 * -.063 -.063
年齢 .139 * .147 * .129 * .129 *
勤続年数 -.095 -.103 -.110 * -.108 *
職位 .130 ** .124 ** .093 * .093 *
業種 -.002 .002 .001 .001
規模 .114 ** .115 ** .097 ** .097 **
報酬適合 .111 ** -.022 -.027
モチベーション .517 *** .520 ***
報酬適合×モチベーション .024
R² .059 *** .071 *** .316 *** .317 ***
△R² .012 ** .245 *** .001
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
市民道徳










図表5－106 評価適合、モチベーションが市民道徳に与える影響  
  







性別 -.087 * -.076 -.063 -.064
年齢 .116 .129 * .111 * .110 *
勤続年数 -.071 -.078 -.091 -.090
職位 .133 ** .123 ** .096 * .096 *
業種 -.009 -.001 -.007 -.006
規模 .111 ** .108 ** .098 ** .098 **
評価適合 .134 *** -.049 -.066
モチベーション .531 *** .540 ***
評価適合×モチベーション .059
R² .058 *** .075 *** .320 *** .323 ***
△R² .018 ** .244 *** .003
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
市民道徳
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
性別 -.095 * -.091 * -.066 -.065
年齢 .144 * .149 * .128 * .128 *
勤続年数 -.100 -.102 -.113 * -.112 *
職位 .120 ** .116 * .089 * .089 *
業種 -.012 -.008 -.005 -.004
規模 .109 ** .104 ** .099 ** .099 **
能力開発適合 .081 * -.050 -.056
モチベーション .524 *** .528 ***
能力開発適合×モチベーション .041
R² .057 *** .063 *** .316 *** .318 ***
△R² .006 * .253 *** .002
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
市民道徳
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
239 
 
















性別 -.089 * -.077 -.066 -.066
年齢 .151 * .173 ** .123 * .122 *
勤続年数 -.101 -.110 -.107 * -.105 *
職位 .121 ** .111 * .092 * .092 *
業種 -.006 -.004 .001 .003
規模 .118 ** .112 ** .101 ** .102 **
昇進適合 .122 ** -.048 -.063
モチベーション .533 *** .543 ***
昇進適合×モチベーション .069 *
R² .058 *** .073 *** .325 *** .329 ***
△R² .014 ** .252 *** .005 *
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
市民道徳
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4

























性別 -.091 * -.084 * -.064 -.063
年齢 .141 * .160 * .125 * .121 *
勤続年数 -.094 -.099 -.109 * -.104 *
職位 .129 ** .114 * .096 * .096 *
業種 -.004 .000 .000 .002
規模 .112 ** .110 ** .097 ** .095 **
採用・配置適合 .116 ** -.036 -.051
モチベーション .526 *** .537 ***
採用・配置適合×モチベーション .064
R² .059 *** .072 *** .321 *** .325 ***
△R² .013 ** .249 *** .004
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
市民道徳





図表5－111 戦略・HRM適合、モチベーションが離職意思に与える影響  
  
 










性別 .075 .049 .041 .041
年齢 .040 .000 .022 .023
勤続年数 -.228 *** -.194 ** -.197 *** -.198 ***
職位 -.032 -.010 .006 .007
業種 .009 -.008 -.008 -.008
規模 .058 .063 .070 * .070 *
戦略・HRM適合 -.343 *** -.240 *** -.225 ***
モチベーション -.325 *** -.331 ***
戦略・HRM適合×モチベーション -.057
R² .057 *** .172 *** .265 *** .268 ***
△R² .115 *** .093 *** .003
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
離職意思
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
性別 .075 .063 .049 .048
年齢 .062 .042 .054 .055
勤続年数 -.241 * -.221 *** -.217 *** -.221 ***
職位 -.040 -.025 -.004 -.003
業種 .006 -.004 -.004 -.004
規模 .054 .052 .064 .066
報酬適合 -.267 *** -.177 *** -.161 ***
モチベーション -.352 *** -.361 ***
報酬適合×モチベーション -.075 *
R² .056 *** .127 *** .240 *** .246 ***
△R² .070 *** .113 *** .005 *
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
離職意思



















性別 .077 .051 .042 .043
年齢 .062 .030 .041 .042
勤続年数 -.239 *** -.220 *** -.213 *** -.214 ***
職位 -.041 -.017 -.001 -.001
業種 .004 -.014 -.011 -.011
規模 .055 .063 .069 * .069 *
評価適合 -.320 *** -.208 *** -.194 ***
モチベーション -.325 *** -.333 ***
評価適合×モチベーション -.054
R² .056 *** .157 *** .248 *** .251 ***
△R² .100 *** .092 *** .003
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
離職意思
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
243 
 
















性別 .084 * .066 .050 .048
年齢 .058 .035 .049 .049
勤続年数 -.240 *** -.232 *** -.225 *** -.227 ***
職位 -.036 -.018 -.001 .000
業種 .008 -.009 -.011 -.012
規模 .055 .074 * .078 * .077 *
能力開発適合 -.317 *** -.231 *** -.220 ***
モチベーション -.344 *** -.351 ***
能力開発適合×モチベーション -.076 *
R² .059 *** .157 *** .266 *** .272 ***
△R² .099 *** .109 *** .006 *
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
離職意思

























性別 .074 .042 .035 .035
年齢 .044 -.016 .015 .015
勤続年数 -.228 *** -.200 *** -.202 *** -.204 ***
職位 -.034 -.007 .005 .006
業種 .009 .001 -.002 -.003
規模 .055 .072 .078 * .078
昇進適合 -.333 *** -.229 *** -.221 ***
モチベーション -.329 :*** -.335 ***
昇進適合×モチベーション -.038
R² .055 *** .163 *** .259 *** .260 ***
△R² .108 *** .096 *** .001
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
離職意思
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
β β β β
245 
 






















性別 .077 .057 .044 .044
年齢 .061 .004 .027 .030
勤続年数 -.241 *** -.225 *** -.219 *** -.222 ***
職位 -.039 .005 .016 .016
業種 .008 -.004 -.005 -.006
規模 .055 .060 .068 * .070 *
採用・配置適合 -.329 *** -.232 *** -.223 ***
モチベーション -.336 *** -.343 ***
採用・配置適合×モチベーション -.039
R² .058 *** .162 *** .264 *** .265 ***
△R² .105 *** .102 *** .001
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
離職意思


















性別 -.092 * -.074 * -.059 -.060
年齢 .180 ** .203 *** .153 ** .152 **
勤続年数 -.020 -.043 -.019 -.018
職位 .247 *** .236 *** .217 *** .215 ***
業種 -.020 -.012 -.034 -.030
規模 .003 .000 -.040 -.039
戦略・HRM適合 .203 *** .083 * .072 *
職務満足 .438 *** .447 ***
戦略・HRM適合×職務満足 .070 *
R² .153 *** .194 *** .366 *** .371 ***
△R² .040 *** .173 *** .005 *
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
役割行動




図表5－121 報酬適合、職務満足が役割行動に与える影響  
  
 











性別 -.095 * -.084 * -.063 -.064
年齢 .166 ** .181 ** .140 ** .140 **
勤続年数 -.013 -.030 -.009 -.008
職位 .250 .240 *** .217 *** .217 ***
業種 -.015 -.009 -.032 -.031
規模 .006 .007 -.037 -.037
報酬適合 .208 *** .112 *** .109 ***
職務満足 .435 *** .439 ***
報酬適合×職務満足 .027
R² .151 *** .194 *** .369 *** .370 ***
△R² .043 *** .175 *** .001
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
役割行動
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
β β β β
性別 -.094 * -.074 * -.059 -.061
年齢 .144 * .165 ** .125 * .125 *
勤続年数 .012 -.003 .013 .013
職位 .254 *** .239 *** .219 *** .220 ***
業種 -.023 -.011 -.036 -.034
規模 .002 -.004 -.042 -.041
評価適合 .228 *** .099 ** .088 **
職務満足 .429 *** .437 ***
評価適合×職務満足 .059
R² .153 *** .204 *** .366 *** .370 ***
△R² .051 *** .162 *** .003
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
役割行動
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
β β β β
248 
 
図表5－123 能力開発適合、職務満足が役割行動に与える影響  
  
 













性別 -.098 * -.088 * -.063 -.063
年齢 .166 ** .178 ** .130 * .129 *
勤続年数 -.015 -.019 .000 .002
職位 .244 *** .236 *** .216 *** .216 ***
業種 -.020 -.012 -.033 -.029
規模 .003 -.006 -.042 -.041
能力開発適合 .163 *** .058 .055
職務満足 .453 *** .459 ***
能力開発適合×職務満足 .060
R² .148 *** .174 *** .363 *** .366 ***
△R² .026 *** .189 *** .004
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
役割行動
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
性別 -.094 * -.074 * -.059 -.059
年齢 .178 ** .215 *** .154 ** .155 **
勤続年数 -.020 -.039 -.012 -.013
職位 .240 *** .225 *** .209 *** .208 ***
業種 -.019 -.016 -.035 -.032
規模 .012 .001 -.041 -.039
昇進適合 .205 *** .086 ** .080 *
職務満足 .445 *** .451 ***
昇進適合×職務満足 .041
R² .148 *** .189 *** .368 *** .370 ***
△R² .041 *** .179 *** .002
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
役割行動
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
249 
 















性別 -.097 * -.086 * -.065 * -.067 *
年齢 .167 ** .194 ** .139 ** .135 *
勤続年数 -.012 -.021 -.002 .002
職位 .249 *** .228 *** .214 *** .214 ***
業種 -.017 -.012 -.035 -.030
規模 .005 .002 -.040 -.042
採用・配置適合 .163 *** .053 .041
職務満足 .449 *** .460 ***
採用・配置適合×職務満足 .072 *
R² .152 *** .178 *** .363 *** .368 ***
△R² .026 *** .185 *** .005 *
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
役割行動
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
β β β β
250 
 






















性別 -.012 .001 .026 .025
年齢 .122 .141 * .069 .068
勤続年数 -.001 -.018 .018 .019
職位 .108 * .098 * .070 * .069 *
業種 .086 * .093 * .060 * .062 *
規模 .085 * .083 * .024 .025
戦略・HRM適合 .161 *** -.020 -.028
職務満足 .654 *** .660 ***
戦略・HRM適合×職務満足 .053
R² .052 *** .077 *** .462 *** .465 ***
△R² .025 *** .385 ** .003
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
愛他主義





図表5－128 報酬適合、職務満足が愛他主義に与える影響  
  










性別 -.012 -.006 .026 .026
年齢 .123 .132 * .074 .073
勤続年数 -.011 -.022 .010 .012
職位 .111 * .104 * .070 * .070 *
業種 .086 * .091 * .056 .058 *
規模 .092 * .093 * .029 .027
報酬適合 .132 *** -.011 -.017
職務満足 .652 *** .658 ***
報酬適合×職務満足 .051
R² .051 *** .069 *** .462 *** .464 ***
△R² .017 *** .393 *** .002
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
β β β β
愛他主義
性別 -.011 .002 .026 .024
年齢 .105 .120 .060 .061
勤続年数 .008 -.002 .024 .023
職位 .113 * .102 * .073 * .074 *
業種 .081 * .090 * .051 .055
規模 .090 * .085 * .028 .030
評価適合 .159 *** -.042 -.058
職務満足 .661 *** .673 ***
評価適合×職務満足 .091 **
R² .050 *** .075 *** .462 *** .470 ***
△R² .025 *** .386 *** .008 **
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4



















性別 -.019 -.013 .025 .024
年齢 .132 * .139 * .072 .071
勤続年数 -.018 -.021 .008 .010
職位 .104 * .098 * .070 * .070 *
業種 .077 * .082 * .052 .056
規模 .087 * .081 * .030 .032
能力開発適合 .101 ** -.052 -.054
職務満足 .659 *** .665 ***
能力開発適合×職務満足 .065 *
R² .048 *** .059 *** .238 *** .240 ***
△R² .011 ** .180 *** .002 *
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
愛他主義



















性別 -.014 .001 .024 .024
年齢 .134 * .162 * .074 .076
勤続年数 -.016 -.030 .010 .009
職位 .103 * .090 * .068 * .067 *
業種 .083 * .086 * .057 * .062 *
規模 .097 * .089 * .028 .031
昇進適合 .157 *** -.021 -.030
職務満足 .660 *** .669 ***
昇進適合×職務満足 .066 *
R² .051 *** .075 *** .469 *** .473 ***
△R² .024 *** .394 *** .004 *
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4













性別 -.015 -.007 .025 .024
年齢 .127 .150 * .072 .067
勤続年数 -.013 -.020 .009 .013
職位 .111 * .093 * .073 * .073 *
業種 .084 * .089 * .055 .060 *
規模 .091 * .089 * .029 .026
採用・配置適合 .133 *** -.028 -.043
職務満足 .656 *** .669 ***
採用・配置適合×職務満足 .086 **
R² .052 *** .069 *** .462 *** .469 ***
△R² .017 *** .393 *** .007 **
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4


































図表5－137 戦略・HRM適合、職務満足が市民道徳に与える影響  
  
 












性別 -.089 * -.079 * -.058 -.058
年齢 .156 * .172 ** .111 * .110 *
勤続年数 -.105 -.118 -.088 -.087
職位 .125 ** .116 * .093 * .092 *
業種 -.007 -.002 -.030 -.028
規模 .110 ** .109 ** .059 .060
戦略・HRM適合 .130 *** -.022 -.028
職務満足 .553 *** .557 ***
戦略・HRM適合×職務満足 .038
R² .059 *** .076 *** .351 *** .352 ***
△R² .017 *** .275 *** .001
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
市民道徳
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
性別 -.090 * -.085 * -.058 -.058
年齢 .137 * .145 * .096 .096
勤続年数 -.094 -.102 -.075 -.074
職位 .131 ** .125 ** .096 * .096 *
業種 -.001 .003 -.027 -.026
規模 .113 ** .114 ** .060 .059
報酬適合 .109 ** -.011 -.015
職務満足 .547 *** .551 ***
報酬適合×職務満足 .030
R² .059 *** .071 *** .348 *** .349 ***
△R² .012 ** .277 *** .001
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
市民道徳
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
β β β β
257 
 












図表5－140 能力開発適合、職務満足が市民道徳に与える影響  
 
性別 -.089 * -.078 * -.058 -.059
年齢 .115 .128 .077 .078
勤続年数 -.070 -.078 -.056 -.056
職位 .134 ** .125 ** .100 ** .100 **
業種 -.008 -.001 -.034 -.032
規模 .110 ** .107 ** .059 .059
評価適合 .133 *** -.035 -.043
職務満足 .555 *** .560 ***
評価適合×職務満足 .042
R² .058 *** .076 *** .348 *** .349 ***
△R² .017 *** .272 *** .002
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
市民道徳
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
β β β β
性別 -.097 * -.093 * -.060 -.061
年齢 .142 * .148 * .091 .091
勤続年数 -.100 -.102 -.077 -.075
職位 .121 ** .117 ** .093 * .093 *
業種 -.012 -.007 -.033 -.029
規模 .108 ** .103 ** .060 .062
能力開発適合 .079 * -.050 -.052
職務満足 .557 *** .563 ***
能力開発適合×職務満足 .063 *
R² .057 *** .063 *** .349 *** .353 ***
△R² .006 * .286 *** .004 *
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
市民道徳
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4


















性別 -.091 * -.079 * -.059 -.060
年齢 .149 * .171 ** .096 .098
勤続年数 -.100 -.110 -.076 -.077
職位 .122 ** .112 * .093 * .092 *
業種 -.006 -.004 -.028 -.024
規模 .116 ** .111 ** .059 .061
昇進適合 .120 ** -.031 -.039
職務満足 .560 *** .569 ***
昇進適合×職務満足 .060
R² .059 *** .073 *** .356 *** .360 ***
△R² .014 ** .284 *** .004
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
市民道徳
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
259 
 






















性別 -.093 * -.085 * -.059 -.060
年齢 .140 * .159 * .093 .090
勤続年数 -.093 -.099 -.074 -.071
職位 .130 ** .115 * .098 ** .098 **
業種 -.004 .000 -.028 -.025
規模 .111 ** .109 ** .059 .057
採用・配置適合 .114 ** -.022 -.032
職務満足 .553 *** .562 ***
採用・配置適合×職務満足 .060
R² .060 *** .072 *** .352 *** .355 ***
△R² .013 ** .279 *** .003
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
市民道徳
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
β β β β
260 
 
図表5－144 戦略・HRM適合、職務満足が離職意思に与える影響  
 
 





性別 .072 .045 .035 .036
年齢 .038 -.003 .023 .024
勤続年数 -.231 *** -.194 -.207 *** -.207 ***
職位 -.029 -.007 ** .003 .004
業種 .007 -.008 .004 .001
規模 .056 .061 .082 * .081 *
戦略・HRM適合 -.346 * -.281 *** -.270 ***
職務満足 -.239 *** -.247 ***
戦略・HRM適合×職務満足 -.066
R² .057 *** .175 *** .226 *** .230 ***
△R² .118 *** .051 *** .004
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
離職意思
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
性別 .072 .058 .045 .046
年齢 .059 .039 .063 .064
勤続年数 -.243 *** -.223 *** -.235 *** -.237 ***
職位 -.036 -.022 -.008 -.008
業種 .004 -.006 .008 .005
規模 .052 .050 .076 * .078 *
報酬適合 -.271 *** -.212 *** -.203 ***
職務満足 -.266 *** -.277 ***
報酬適合×職務満足 -.083 *
R² .057 *** .129 *** .195 *** .202 ***
△R² .073 *** .066 *** .007 *
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
離職意思
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4












図表5－147 評価適合、職務満足が離職意思に与える影響  
 
 
図表5－148 能力開発適合、職務満足が離職意思に与える影響  
 
性別 .074 .047 .038 .039
年齢 .059 .028 .050 .050
勤続年数 -.241 *** -.221 *** -.229 *** -.229 ***
職位 -.037 -.015 -.005 -.006
業種 .003 -.015 -.001 -.003
規模 .053 .061 .082 * .081 *
評価適合 -.321 *** -.248 *** -.239 ***
職務満足 -.240 *** -.246 ***
評価適合×職務満足 -.048
R² .057 *** .158 *** .208 *** .211 ***
△R² .101 *** .051 *** .002
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
離職意思
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
β β β β
性別 .080 * .062 .047 .048
年齢 .055 .032 .058 .059
勤続年数 -.242 *** -.234 *** -.244 *** -.246 ***
職位 -.032 -.015 -.005 -.005
業種 .006 -.010 .001 -.003
規模 .053 .072 * .092 ** .090 *
能力開発適合 -.320 *** -.261 *** -.258 ***
職務満足 -.254 *** -.261 ***
能力開発適合×職務満足 -.068 *
R² .059 *** .159 *** .219 *** .224 ***
△R² .101 *** .060 *** .005 *
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
離職意思



























図表5－150 昇進適合、職務満足が離職意思に与える影響  
 
 











性別 .071 .038 .029 .029
年齢 .042 -.018 .015 .013
勤続年数 -.231 *** -.201 *** -.215 *** -.214 ***
職位 -.030 -.004 .004 .005
業種 .007 .000 .011 .007
規模 .053 .070 .093 ** .090 *
昇進適合 -.335 *** -.268 *** -.260 ***
職務満足 -.248 *** -.256 ***
昇進適合×職務満足 -.062
R² .056 *** .164 *** .220 *** .223 ***
△R² .109 *** .055 *** .004
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
β β β β
離職意思
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
性別 .074 .053 .041 .041
年齢 .058 .001 .031 .034
勤続年数 -.244 *** -.226 *** -.237 *** -.239 ***
職位 -.036 .008 .016 .015
業種 .006 -.005 .007 .004
規模 .053 .058 .081 * .083 *
採用・配置適合 -.331 *** -.269 *** -.261 ***
職務満足 -.251 *** -.259 ***
採用・配置適合×職務満足 -.051
R² .058 *** .165 *** .222 *** .225 ***
△R² .107 *** .058 *** .003
*p<.05 **p<.01 ***p<.001
離職意思
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4


















































































































































的志向、経営志向へと変化してきた（守島 , 2010a）。  
実務的な観点と同様に、人材マネジメントの理論研究において、人材マネジ
メントの戦略性を志向する戦略的人的資源管理論が展開されてきた（Wright 









































 第 2 章では、適合アプローチを理論研究、実証研究の観点からレビューし、
適合アプローチの特徴を確認した。はじめに、適合アプローチの理論研究を概









 第 3 章では、普遍的アプローチを理論研究、実証研究の観点からレビュー
し、普遍的アプローチの特徴を確認した。はじめに、普遍的アプローチの理論
研究を概観した。Beer et al.（1984）、Walton（1985）、Lawler（1986）、Pfeffer


















枠組みを構築し、第 5 章で検証する 3 つの基本仮説を設定した。第 1 に、戦
略と HRM の適合関係が役割行動、組織市民行動、離職意思といった従業員行



























第 2 節  理論的含意  













































第 3 節  実践的含意  
























第 4 節  残された課題  






















いて、Miles & Snow（1978, 1984）や Porter（1980, 1985）などの戦略類型
を用いる実証分析では、十分な結果が得られておらず、尺度に関する問題が指
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